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Evaluation Methods for Mobile Communication Antennas

Using a Reverberation Chamber

Ichiro Oshima

Abstract

Sophisticated mobile communication antennas are being pursued with the development

of mobile communication systems. In this thesis, antenna measurement methods using

a reverberation chamber are considered for evaluating mobile terminals and base station

antennas for a mobile communication system. Three primary studies are discussed. The

first study is about a reverberation-chamber-type multi-input multi-output over-the-air

(MIMO-OTA) measurement system for evaluating MIMO antennas in mobile terminals.

Because a reverberation chamber can easily create a multipath-rich environment with

a large delay inside the chamber, it is available as a device for an OTA measurement

system. However, the propagation environment in the reverberation chamber is fixed,

and it is difficult to control the propagation parameters. The capability of controlling

the propagation parameters in the reverberation chamber is considered for the realization

of a reverberation chamber that can evaluate a mobile terminal for various propagation

characteristics. The second study is about a MIMO base station antenna with a new

approach. Currently, vertically- and horizontally-polarized omnidirectional antennas are

used as a MIMO base station antenna. However, these antennas tend to have a gain

difference between the two polarizations because of the differences in the two antenna

elements and their radiation patterns. A polarization composite omnidirectional MIMO

antenna is considered in order to solve these problems, and an evaluation is conducted

using a reverberation chamber in order to verify the MIMO performance of the antenna.

The third study is about a measurement method for the radiation efficiency of the base

station antenna. There are various methods to measure the radiation efficiency of small

antennas. However, there is no example of the measurement of particular antennas such

as a relatively large-sized base station antenna. Hence, the measurement method for

the radiation efficiency of the base station antenna using a reverberation chamber is

considered.

This thesis consists of seven chapters.

In chapter 1, the background, objective, and outline of these studies are discussed.
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In chapter 2, the general theories of a reverberation chamber that is used as a mea-

surement device are introduced.

In chapter 3, the measurement results for the basic characteristics of the constructed

reverberation chamber that has dimensions of 4 m × 2 m × 2 m are presented. The

frequency characteristics for various propagation parameters are measured in detail, and

the phenomena of the characteristics are interpreted and summarized, supplying the basic

data for subsequent studies.

In chapter 4, control of the propagation parameters in the reverberation chamber is

considered for the reverberation-chamber-type MIMO-OTAmeasurement system for eval-

uating the mobile terminals. Here, a double-layered reverberation chamber is proposed

that can control the cross-polarization power ratio (XPR) and the arrival wave distribu-

tion, which are difficult to control in conventional reverberation chambers. Further, the

control methods are evaluated by experiments. The results show that the double-layered

reverberation chamber can simultaneously control the XPR and arrival wave distribution

and can be more useful for the MIMO-OTA measurement system.

In chapter 5, a polarization composite omnidirectional MIMO antenna is proposed

as a base station antenna for mobile communication, and the channel characteristics of

the antenna are evaluated using the reverberation chamber. The results from simula-

tions and experiments are presented, and the channel capacity for 2 × 2 MIMO com-

munication is measured in order to evaluate the MIMO performance of the proposed

antenna. The results show that each antenna element of the proposed antenna has the

same configuration and the same MIMO performance as the conventional vertically- and

horizontally-polarized omnidirectional antennas.

In chapter 6, the radiation efficiency measurement method for a relatively large outdoor

base station antenna using a reverberation chamber is considered. A product of the

multiband and dual-polarized base station antenna is measured, and the validity of the

measurement data is confirmed. In addition, a method for improving the measurement

accuracy is also considered.

In chapter 7, the study is summarized. From the results, it is shown that the reverbera-

tion chamber is a potential candidate for evaluating sophisticated mobile communication

antennas.
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移動通信用アンテナの

電波反射箱を用いた評価法に関する研究

大島 一郎

概　要

移動通信システムの発展にともない，移動通信用アンテナの高度化が進んでいる．本論

文では，移動通信システムで用いられる携帯端末および基地局アンテナの特性評価を簡易

に行う方法として，電波反射箱を利用した各種測定方法について検討している．本論文で

は次の 3つの主要な研究について示されている．1つめは，端末用MIMO（Multi-Input

Multi-Output）アンテナの評価を目的とした電波反射箱型MIMO-OTA（Over-the-Air）測

定システムの研究である．電波反射箱は，遅延波をともなうマルチパス環境を容易に作り

出すことができるためOTA測定システムを構築するための有効な装置となる．しかし，電

波反射箱内の伝搬環境は一定であり，伝搬パラメータを制御することは困難である．この

研究では，より多様性のある特性評価を行うことができる電波反射箱の実現を目指して，

伝搬パラメータの制御の可能性について検討している．2つめは，新しいアプローチによ

るMIMO用基地局アンテナの研究である．現在，MIMO用基地局オムニアンテナとして，

垂直偏波・水平偏波共用アンテナが主に使われている．しかし，垂直偏波素子と水平偏波

素子が異なるため，それらの指向性を等しくするのが難しく，利得差が大きい場合がある．

この研究では，これらの問題を解決するMIMO用偏波合成型オムニアンテナを検討してい

る．また，新しく提案したアンテナのMIMO性能を確認するために，電波反射箱を用いた

評価を行っている．3つめは，基地局アンテナの放射効率測定の研究である．小型アンテナ

の放射効率を測定する方法については様々な方法がある．しかし，基地局アンテナのよう

な比較的大きなサイズで特殊なアンテナの放射効率の測定方法については研究例がなかっ

た．この研究では，基地局アンテナの電波反射箱を用いた放射効率測定法について検討を

行っている．

本論文は全 7章から構成される．

第 1章では，本研究の背景，目的，および本論文の概要を述べている．

第 2章では，本研究を通じて測定装置として使用する電波反射箱についての一般的な理

論を紹介している．

第 3章では，実際に構築した 4m × 2m × 2mサイズの電波反射箱について，基本的特

性を測定した結果について述べている．ここでは，様々な伝搬パラメータについての周波

数特性を詳細に測定し，その特性についてその現象を解釈しまとめており，以降の実験に
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おいて基礎となるデータを与えている．

第 4章では，携帯端末の評価を目的とした電波反射箱型MIMO-OTA測定システムにつ

いて，電波反射箱内の伝搬環境パラメータの制御について検討している．ここでは，従来

の電波反射箱では制御が困難であった，交差偏波電力比（XPR）と到来波分布が変更可能

な二重電波反射箱を提案し，その伝搬パラメータの制御法について実験により確認を行っ

ている．その結果，二重電波反射箱は，従来の電波反射箱の機能に加えて，XPRと到来波

分布を同時に制御することが可能であり，より有用性の高いMIMO-OTA測定システムと

なり得ることを示している．

第 5章では，携帯電話基地局アンテナとしてMIMO用偏波合成型オムニアンテナを新

しく提案し，電波反射箱によるチャネル特性の評価を行っている．ここでは，提案アンテ

ナのシミュレーション結果および試作結果を示し，さらに，提案アンテナのMIMO性能評

価のために電波反射箱を使って 2× 2 MIMO通信時のチャネル容量を測定している．その

結果，提案アンテナは，各アンテナ素子の指向性が同一であるという利点をもち，従来の

水平偏波・垂直偏波共用オムニアンテナと同等のMIMO性能を有していることを確認して

いる．

第 6章では，屋外用の比較的大きな携帯電話基地局アンテナの放射効率を，電波反射箱

を用いて測定する方法について検討している．ここでは，周波数共用偏波共用セクタアン

テナの製品を測定し，測定値の妥当性の確認を行っている．また，測定精度を向上させる

方法についても検討を加えている．

最後に第 7章では，本研究を総括している．本研究の成果により，電波反射箱が高度化

する移動通信用アンテナの特性評価のためのツールとして有力な候補となり得ることを示

している．
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第1章 序論

1.1 研究の背景

近年の移動通信システムの発展はめざましく，携帯電話システムをはじめ，無線 LAN

システムなどの高度化が行われている．携帯電話については，日本では，2001年に世界に

先がけて第 3世代（3G: 3rd generation）方式が導入された．そして，高速大容量化への

対応のために，3Gの長期的な発展系である LTE（Long Term Evolution）[1]が検討され，

2010年から LTEサービスが開始され，現在に至っている．さらに，LTEの発展系である

LTE-Advanced（LTE-A）[2]が次世代方式として標準化されている [3]．

移動通信システムにおいては，基地局から送信された電波は，マルチパスとよばれるい

くつもの経路で反射を繰り返して携帯端末へ到達する [4]．また，辿ってきたパスの長さの

違いによって，到着時間のばらつきが生じるため，遅延の広がりが大きい．この，遅延広

がりの大きなマルチパス環境下で高速・大容量通信を行うのは容易なことではない．その

対策として，LTEでは様々な技術が使われているが，アンテナに目を向けると，複数のア

ンテナを使って送受信を行うMIMO（Multi-Input Multi-Output）[5] とよばれる技術が

使われている．これは，マルチパス環境を逆に利用して複数の独立な伝搬路を手に入れる

ことにより，マルチストリーム伝送による大容量の通信を可能とする．MIMOアンテナの

評価においては，アンテナの特性は実際の電波環境下に依存するため，実際のフィールド

で評価すべきである．しかしながら，実験の困難性や再現性の問題がある．近年，携帯端

末などの周辺に実際の電波環境を模擬した状態を構築し，OTA（Over the Air）とよばれ

る電波を飛ばして携帯端末のRF性能を評価する手法が盛んに使われるようになってきた．

実際のマルチパス環境を実験室内に構築するための一つの方法として，電波反射箱とよば

れる（Reverberation chamber ともよばれる）金属板で囲まれた部屋を用いる方法がある．

電波反射箱内では，電波は多重反射し，遅延波が容易に得られることから実際の環境に近

い状態を簡単に作り出すことができる．

電波反射箱の研究は，50年以上の歴史があり，その使い方や解析手法などについて様々

な提案がなされてきた．当初は，材料の電磁波の吸収量を測定するために研究されてきた

が，次第に，電磁環境両立性（EMC: Electro-Magnetic Compatibility）の試験用に使われ

るようになった．EMCの試験内容としては，放射性エミッション，感受性，イミュニティ，

ケーブルやコネクタのシールド効果などがある．また，2000年頃から，アンテナや伝搬パ

ラメータの特性評価にも使われるようになった．具体的には，小型アンテナや移動通信用

端末の放射特性の評価，アンテナの放射効率測定，都心部や屋内環境を模擬したレイリー
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フェージング環境のチャネル特性の評価，MIMOアンテナシステムの測定など，多くのア

プリケーションが考えられている．

1.2 研究の目的

本研究では，携帯電話システムに使用される端末アンテナおよび基地局アンテナを測定

対象とし，LTE以降で使用される特にMIMOアンテナの特性評価方法に主眼を置く．そ

の測定装置として，構造が簡易で，かつ安価に構築できる電波反射箱に着目する．

前節で述べたように，移動通信システムに使用される携帯端末の評価法として，実際の

電波環境を模擬した OTA測定法が注目を集めている．電波反射箱は容易に遅延波をとも

なうマルチパス環境を作り出すことができるので，測定系を構築するための有効な装置と

なりうる．先駆的な開発例があり，商品化されているものも存在する．しかしながら，電

波反射箱はマルチパス波の到来角度分布が三次元一様の状態しか作り出せないなど伝搬パ

ラメータを変化させることが困難であるという欠点をもつ．

また，移動通信システムでは携帯端末が話題の中心になることが多いが，基地局アンテ

ナも重要な役割を担っている．現在，LTEでは，送受アンテナの組合せとして 2×2 MIMO

通信が実現しており，LTE-Aでは，ダウンリンクにおいて最大 8レイヤ，アップリンクに

おいて最大 4レイヤへの拡張が検討されている．そのため，携帯端末の中に複数のアンテナ

をいかに実装すべきかについて研究が進められているが，基地局アンテナにおいても，鉄

塔などへの搭載制限の観点から，同様に複数のアンテナをいかに効率的に構成するかが検

討課題となっている．現在の基地局用MIMOアンテナとしては直交偏波を用いた偏波共用

アンテナが主に使われている．一般的に，偏波共用アンテナのアンテナ径は太くなりがち

であり，屋外でのアンテナ搭載時の風圧加重を減少させるために，アンテナの細径化が重

要な研究課題となっている．そのようなMIMOアンテナを開発する際に，アンテナ性能を

簡単に評価できる方法が求められている．

さらに，基地局アンテナは利得を高くする必要からアンテナ構造が比較的大きくなるた

め，アンテナ特性を測定する場合には，屋外の測定サイトで行うことが一般的である．屋

外サイトの構築には，多大なコストがかかる上，実際の測定にはアンテナの設置も含める

と多くの時間を要する．また，屋外サイトで指向性や利得の測定を行う際には，地面から

の反射波の影響など測定精度を劣化させる要因がある．そのため，屋内等で簡単に基地局

アンテナの特性を評価する方法が求められている．電波反射箱により小型アンテナの放射

効率を測定する方法が提案されているが，携帯電話の基地局アンテナのような特殊なアン

テナの測定例は未だ示されていない．

以上のような背景や課題をもとに，本研究では，移動通信システムで用いられる携帯端

末や基地局アンテナの特性評価を簡易に行う方法として，電波反射箱を利用した各種測定

方法について検討することを目的とする．
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1.3 本論文の構成

図 1.1に示すように，本論文は全 7章から構成される．

第 1章，すなわち本章では，本研究の背景，目的，および本論文の概要を述べている．

第 2章では，本研究を通じて使用する電波反射箱についての一般的な構成，基本的な理

論を示す．そして，電波反射箱を用いたアンテナの測定法を示し，現在市販されている電

波反射箱を紹介する．

第 3章では，実際に構築した 4m × 2m × 2mの電波反射箱について，基本的特性を測

定した結果について述べている．ここでは，様々な伝搬パラメータについての周波数特性

を詳細に測定し，その特性についてその現象を解釈し，まとめている．以降の実験におい

て基礎となるデータを与えている．

第 4章では，携帯端末の評価を目的とした電波反射箱型MIMO-OTA測定システムにつ

いて，電波反射箱内の伝搬環境パラメータの制御の可能性について検討している．ここで

は，従来の電波反射箱では制御が困難であった，交差偏波電力比（XPR: cross-polarization

power ratio）と到来波分布が変更可能な二重電波反射箱を提案し，その伝搬パラメータの

制御法について実験により確認を行っている．

第 5章では，携帯電話基地局アンテナとしてMIMO用偏波合成型オムニアンテナを新し

く提案し，電波反射箱によるチャネル特性の評価を行っている．従来の垂直偏波・水平偏

波共用オムニアンテナに代わる新しいMIMO用オムニアンテナを提案し，シミュレーショ

ンおよび試作結果を示している．さらに，提案したアンテナのMIMO性能評価として電波

反射箱を使ってチャネル容量を測定し，提案アンテナのMIMO性能を評価している．

第 6章では，屋外用の比較的大きな携帯電話基地局アンテナの放射効率を電波反射箱を

用いて測定する方法について検討している．ここでは，実際の基地局アンテナの製品を測

定対象とし，測定値とアンテナ内部での損失の見積値と比較を行っている．また，測定精

度を向上させる方法についても検討を加えている．

最後に第 7章では，本研究を総括して，まとめとする．
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図 1.1: 本論文の構成
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第2章 電波反射箱の概要と理論

2.1 まえがき

本章では，本研究を通じて移動通信用アンテナの測定装置として使用する電波反射箱に

ついて，一般的な電波反射箱の概要と基本的な理論について紹介する．

電波反射箱の研究は，50年以上の歴史があり，その使い方や解析手法などについて様々

な提案がなされてきた．当初は，材料の電磁波の吸収量を測定するために研究されてきた

が，次第に，電磁環境両立性（EMC: Electro-Magnetic Compatibility）の試験用に使わ

れるようになった．EMCの試験内容としては，放射性エミッション，感受性，イミュニ

ティ，ケーブルやコネクタのシールド効果などがある．EMC測定については，規格化が進

んでおり，国際規格である IEC（International Electrotechnical Commission: 国際電気標

準化委員会）規格 [6]とその特別委員会である CISPR（Internatioanl Special Committee

on Radio Interference: 国際無線障害特別委員会）規格 [7]が基本となっている．その中で

も IEC61000-4-21[8]は，反射箱試験法についての規格であり，反射箱の概要や理論が詳し

く述べられている．

また，電波反射箱は，2000年頃からアンテナや伝搬パラメータの特性評価にも使われる

ようになった．具体的には，小型アンテナや移動通信用端末の放射特性の評価，アンテナ

の放射効率測定，都心部や屋内環境を模擬したレイリーフェージング環境のチャネル特性

の評価，MIMOアンテナシステムの測定など，多くのアプリケーションが考えられている

[9]．3GPP（3rd Generation Partnership Project）とよばれる業界団体による 3G端末の

測定法の規格においても，電波反射箱による測定方法が提案されている [10]．そして，そ

れらの研究成果をもとに電波反射箱を用いた測定システムをパッケージ化して市販する動

きも出てきた [11]．本章の最後では，現在市販されている反射箱についても紹介する．

2.2 電波反射箱の概要

電波反射箱は，電気的に大きなサイズで，導電率の高い素材で作られた中空の箱であり，

その内部で電磁界測定を行う装置である．図 2.1に規格 IEC610000-4-21に記載されている

代表的な電波反射箱を示す [8]．電波反射箱はシールドされており，内部の電磁界を攪拌す

るための装置（tuner/stirrer）が取り付けられている．また，電波反射箱の壁や攪拌機から

離れた中央の領域を作業領域（working volume）とし，その領域内に被測定装置や受信ア

ンテナ等が設置される．電波反射箱の寸法は最低使用周波数の波長に対して十分大きいこ
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図 2.1: IEC61000-4-21における代表的な電波反射箱（[8]より引用）

とが必要であり，電波反射箱に RFのエネルギーが励振されたとき内部ではマルチモード

の電磁界環境が生じなければならない．また，この電磁界を攪拌装置により攪拌して作業

領域内で統計的に均一な状態にする必要がある．理想的な電波反射箱における統計的に電

磁界が均一な状態というのは，次の 3つの状態を指す．まず，統計的に一様（statistically

uniform）であること．これは電磁界がどの位置でも一様であることを示している．また，

統計的に等方（statistically isotropic）であること．これはすべての方向から電磁波が等

しく到来していることを示している．そして，統計的にランダムな偏波特性（statistically

randomly polarised）であること．これはすべての方向の偏波特性が等しいことを示して

いる．ただし，これらの条件は EMC測定における理想的な電波反射箱についてのもので

あり，特に，等方性と偏波特性については，目的に応じて必ずしも満足させる必要はない．

電波反射箱を用いた測定では，統計的な処理を行うため，攪拌機により電波反射箱内の

境界条件を変化させて電磁界を攪拌し，できるだけ多くの独立な（互いに相関が小さい）サ

ンプル値を取得する必要がある．そのためには，効率的な攪拌方法を採用する必要がある．

最も一般的な方法は，図 2.1に示すように，スターラー（stirrer）やチューナー（tuner）と

よばれるプロペラのような金属製の羽根を回転させて反射箱内の電磁界を変動させる方法

である．この方法は，IEC規格で標準化されており，攪拌機をステップごとに動かす方法

（mode-tuned operation）と連続的に動かす方法（mode-stirred operation）がある．これ

らは測定内容によって使い分けられる．また，攪拌機は使用周波数に対してできるだけ大き

な寸法にすることと非対称な構造にすることが求められている．また，複数の攪拌機を使
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うことも独立なサンプルを得る上で効果的である．これに代わる方法としては，被測定ア

ンテナや送信アンテナの位置を変える方法や反射箱の壁を動かす方法などがある．アンテ

ナの位置を変えるには，スライドレールを用いてアンテナを動かす方法（source stirring）

[12], [13]や，ターンテーブルを使ってアンテナを回転させる方法（platform stirring）[14]

が提案されている．反射箱の壁を動かす方法としては，導電性の布を壁として用いてそれ

を振動させる方法が提案されている [15]．以上は機械的な方法であるが，電気的な方法と

して，帯域内で周波数を変動させる方法（frequency stirring）[14]や，偏波の異なる複数

の送信アンテナを切り替える方法（polarization stirring）[16]がある．また，これらを組

み合わせる方法も効果的である [17]．

2.3 電波反射箱の理論

2.3.1 キャビティモード

電波反射箱は最低使用周波数でマルチモードになるように大きなサイズで設計する必要

がある．電波反射箱はその構造上から，いわゆるオーバーサイズの空洞共振器，あるいは

キャビティ（cavity）と同じであり，その理論が適用できる．長方形の反射箱（L: Length

[m], W : Width [m], H: Height [m]）の共振周波数 F [Hz]は次式で表される．

Fl,m,n =
c

2

√(
l

L

)2

+
(m
W

)2
+
( n

H

)2
(2.1)

l,m, nはモード次数（少なくとも 2つは 0でない），c [m/s]は光速を示している．全ての

寸法（L,W,H）が波長に対して大きいことが重要であり，最小の寸法における次数のみが

0のモードのとき，最低共振周波数となる．

図 2.2に，本研究で使用する 4m × 2m × 2mの電波反射箱の場合のモードの周波数分

布を示す．最低共振周波数は 83.85MHzであり，F1,1,0，もしくは F1,0,1のモードのときで

ある．周波数が高くなるにつれてモードの密度が高くなっていることがわかる．また，各

モードにおいては，モード QファクタQl,m,nをもつ．実際の Qファクタは複数のモード

で励振されたものであり，これを実効的な Qファクタとよぶ．実効 Qファクタの帯域幅

BWQは共振周波数 Fl,m,nでの Qファクタの 3 dB幅を表し，BWQ = Fl,m,n/Qで定義さ

れる（図 2.3）．モードの密度が高い場合や，Qファクタの帯域幅が広い（Qファクタが低

い）場合は，多くのモードがBWQ内に入ることになる．このとき，攪拌機等で反射箱内

の境界条件を変化させたときに励振状態が変化しやすくなる．周波数 f [Hz]におけるモー

ド密度mはm = 8πV f2/c3で表される．ここで，V は電波反射箱の体積 [m3]を示す．し

たがって，BWQ内に励振されるモード数M は

M = m×BWQ =
8πV f3

c3Q
(2.2)

となる．
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図 2.2: 電波反射箱（4m × 2m × 2m）のモードの周波数分布

図 2.3: 実効Qファクタの帯域幅

以上から，電波反射箱の内部では，オーバーモードとよばれる十分にたくさんのモード

が励振されている状態が望ましく，モード数を増やすためには，周波数が高い状態，反射

箱の体積が大きい状態，そして，Qが低い状態であればよいということがわかる．

2.3.2 電界分布

理想的なオーバーモードの場合に，攪拌機で反射箱内の電磁界を十分に攪拌させたとき，

反射箱内のある位置での電界ベクトルは，実数項および虚数項からなる 6成分で次のよう

に表される [18]–[20]．
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E = Exx̂+ Eyŷ + Ezẑ (2.3)

Ex,y,z = Re(Ex,y,z) + j Im(Ex,y,z) (2.4)

攪拌機の移動により多数のマルチパス波が生じるので，電界の直交成分の実数項および

虚数項成分は中心極限定理により，正規分布に近づく．また，これら実数項と虚数項の間

に相関はないので，各成分は独立な確率変数である．反射箱が理想的であると仮定すると，

3つの直交成分の実数項と虚数項の平均および 2乗平均は，

〈Re(Ex,y,z)〉 = 〈Im(Ex,y,z)〉 = 0 (2.5)

〈
Re(Ex,y,z)

2
〉
=
〈
Im(Ex,y,z)

2
〉
= E0

2/6 = σ2 (2.6)

となる．ここで，E0
2は電界の大きさの 2乗平均，σ2は分散を示している．

したがって，電界の 6個のパラメータは互いに独立な確率変数で，それぞれが，平均 0，

分散 σ2の正規分布であるから，それらの各電界成分の 2乗和，すなわち電界ベクトルの大

きさの 2乗は，自由度 6のカイ 2乗分布となる．また，電界ベクトルの大きさは，自由度

6のカイ分布となる．これらの分布の確率密度関数はそれぞれ

f
(
|E|2

)
=

|E|4

16σ6
exp

(
−|E|2

2σ2

)
(2.7)

f (|E|) = |E|5

8σ6
exp

(
−|E|2

2σ2

)
(2.8)

である．

一般に，電界の測定に直線偏波のアンテナが用いられるため，測定される電界は 2個の

パラメータからなる 1方向の直交成分の大きさである．したがって，受信電界の変動は自

由度 2のカイ分布にしたがい，その確率密度関数および累積分布関数はそれぞれ

f (|Ex,y,z|) =
|Ex,y,z|
σ2

exp

(
−|Ex,y,z|2

2σ2

)
(2.9)

F (|Ex,y,z|) = 1− exp

(
−|Ex,y,z|2

2σ2

)
(2.10)

である．これらの分布特性はレイリー分布と同じである．また，電界の 2乗，すなわち受

信電力 |Ex,y,z|2の変動は自由度 2のカイ 2乗分布，すなわち指数分布にしたがう．

2.3.3 Qファクタ

電波反射箱の動作はQファクタを用いると理解しやすい [21]–[23]．以下，文献 [21]を参

考にQファクタについての理論を解説する．
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電波反射箱のQは次式で定義される．

Q =
ωUs

Pd
(2.11)

ここで，ωは角周波数（ω = 2πf [rad/s]），Usは反射箱内にとどまるエネルギー [W]，そ

して，Pdは消失する電力 [W]である．Qは無次元量である．定常状態では，励振電力 Pt

と消失する電力 Pdが均衡している状態である．

Pt = Pd (2.12)

ここで，送信電力を瞬断したときの反射箱内のエネルギーの過渡現象を考える．電波反

射箱内のエネルギー U の時間変化は，単位時間あたりに消失する電力 Pdのマイナスに等

しいので，次の微分方程式が得られる．

dU = −Pd dt (2.13)

Pdを式 (2.11)で置き換えると，

dU = −(ωU/Q) dt = −U

τ
dt (2.14)

ここで，τ = Q/ωは時定数である．t = 0のときの電波反射箱内のエネルギーの初期値 Us

より，解は次式となる．

U = −Us exp {−(ωU/Q)t} , t > 0 (2.15)

したがって，電波反射箱内では指数関数的な遅延プロファイル特性が得られる．移動通信

においても指数関数的な遅延プロファイル特性が基本であり，その伝搬特性を模擬できる

ことになる．時定数 τ = Q/ωは，遅延プロファイルにおける遅延スプレッドに相当するも

のである．Qが大きくなるほど，そして，周波数が低いほど遅延は大きくなる．

消失する電力 Pdは次の 4つの項からなる．

Pd = Pd1 + Pd2 + Pd3 + Pd4 (2.16)

ここで，Pd1 は電波反射箱の壁の損失により消失する電力，Pd2 は電波反射箱内に存在す

る物体に吸収される電力，Pd3は電波反射箱の開口（隙間）から漏れる電力，そして，Pd4

は受信アンテナに吸収される電力を表す．式 (2.11)と式 (2.16)からQの逆数は次式で表さ

れる．

Q−1 = Q−1
1 +Q−1

2 +Q−1
3 +Q−1

4 (2.17)

ここで，

Q1 = ωUs/Pd1, Q2 = ωUs/Pd2, Q3 = ωUs/Pd3, Q4 = ωUs/Pd4 (2.18)

である．これらの 4つのQの中で最も小さいものが，全体のQで支配的となる．
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まず，壁の損失による Qであるが，電波反射箱は通常，金属製の壁でできているため，

その損失は表皮深さに関係する．壁の損失によるQ1は次式で表される．

Q1 =
3V

2µrSδ
(2.19)

ここで，

δ = (2/ωµwσw)
1/2, µr = µw/µ0 (2.20)

Sは電波反射箱の表面積 [m2]，δは表皮深さ [m]，µwは壁の透磁率 [H/m]，および σwは壁

の導電率 [S/m]である．ここで，周波数以外のパラメータを定数とすると次式となる．

Q1 = C1

√
f (2.21)

τ1 =
Q1

ω
=

C ′
1√
f

(2.22)

Q1は周波数の平方根に比例し，遅延は周波数が高くなるほど小さくなる．

次に，電波反射箱内に存在する物体による損失によるQを考える．この損失は，電波を

吸収する物体の断面積に関係する．電波吸収シートなどのように平面形状の物体の場合に

は，その面積がパラメータとなる．また，電波反射箱の壁の開口による損失についても，壁

の開口の面積がパラメータとなるので，両者は同じように扱うことができる．吸収体およ

び開口での損失によるQ2,3は次式で表される．

Q2,3 =
4πV

λ 〈σ〉
(2.23)

ここで，〈σ〉は平均吸収断面積 [m2]，λは自由空間における波長 [m]である．吸収体や開

口の実面積がA[m2]のとき，平均吸収断面積は，半球面（2π）にわたって見付面積を平均

したものであり，A/2となる．吸収体や開口が複数ある場合にはそれらの面積を合計する．

ここで，周波数と断面積以外のパラメータを定数とすると次式となる．

Q2,3 = C2,3f/ 〈σ〉 (2.24)

τ2,3 =
Q2,3

ω
=

C ′
2,3

〈σ〉
(2.25)

Q2,3は周波数に比例し，吸収体や開口の断面積に反比例する．遅延は周波数に無関係であ

り，吸収体や開口の断面積に反比例する．電波反射箱内において，吸収体の断面積を増減

することは，他のパラメータを変えることよりも簡単に行うことができる．すなわち，吸

収体の増減によって遅延量を容易に変化できる．

最後に，受信アンテナで消費される損失に関わるQについてである．

Q4 =
16π2V

mλ3
(2.26)

ここで，mはアンテナのミスマッチファクタである．整合が完全にとれている場合はm = 1

である．ここで，周波数以外のパラメータを定数とすると次式となる．

Q4 = C4f
3 (2.27)
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τ4 =
Q4

ω
= C ′

4f
2 (2.28)

Q4は周波数の 3乗に比例し，遅延は周波数が高くなるほど大きくなる．特に，周波数が低

いとQ4がかなり小さくなるため，全体のQにおいてQ4が支配的となる．

電波反射箱のQを測定する場合には，送信アンテナからCWで励振し，受信アンテナで

の受信電力として多数のサンプル値を測定する．このときQは次式で求められる [24]．

Q =
16π2V

ηtηrλ3

〈
Pr

Pt

〉
(2.29)

ここで，ηt，および ηrは，それぞれ送信アンテナ，受信アンテナの放射効率である．

2.4 電波反射箱を用いたアンテナ測定法の概要

以上述べた電波反射箱の性質を使ってアンテナ特性の測定を行うことができる．

電波反射箱の内部においては，電波が多重反射するマルチパス環境であり，振幅分布が

レイリー分布となり，指数関数型の遅延プロファイル特性が得られることは前節で述べた．

したがって，都心部や屋内環境と同等なレイリーフェージング環境を模擬できることにな

る．反射箱の内部に作られた電波環境の中に，携帯端末を設置すれば，実際の電波環境

と同等の環境の中で電波を飛ばして端末の性能を測定することができる．これが，OTA

（Over-the-Air）測定である．

図 2.4に電波反射箱を用いたMIMOアンテナの測定方法を示す [25]．図のように，MIMO

の送受信アンテナを反射箱内に配置するだけで，マルチパス環境でのMIMO伝送実験が行

える．送信アンテナ数M，受信アンテナ数N のMIMOアンテナの場合には，マルチパス

環境によって独立な伝搬路を最大M0（= min(M,N)）個形成できる．このMIMOチャネ

図 2.4: 電波反射箱を用いたアンテナ測定
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ルはチャネル行列で次のように表現できる．

A =



a11 · · · a1m · · · a1M
...

. . .
...

. . .
...

an1 · · · anm · · · anM
...

. . .
...

. . .
...

aN1 · · · aNm · · · aNM


(2.30)

このチャネル行列を測定することによりMIMOアンテナのチャネル特性の評価が行える．

理想的な電波反射箱では，相関の無いMIMOアンテナの場合，すべてのパス anmの振幅が

同一のレイリー分布であり，かつその変動が無相関である i.i.d.（independent identically

distributed）チャネルが実現できる．アンテナに相関がある場合や，アンテナ効率が低い

場合には，i.i.d.チャネルとならず，チャネル特性は悪化することになる．

また，電波反射箱では電波が多重反射するため，アンテナの指向性に関係なく，アンテ

ナの放射電力や放射効率を測定することができる．測定するアンテナと基準アンテナを電

波反射箱内に設置し，攪拌機によって反射箱内の電磁界を攪拌し，多数の独立なサンプル

データを集めてそれぞれの受信電力を平均して比較すればよい．

2.5 電波反射箱の市販品

電波反射箱を用いた測定システムをパッケージ化して市販する動きも出てきている．こ

こでは，現在市販されている電波反射箱について一部紹介する．

図 2.5は，Bluetest AB社の電波反射箱である [26]．これは，Per-Simon Kildalらのア

ンテナ研究グループの成果をもとに製品化したものである．3GPP規格 TS34.114 v10.1.1

（2011-12）に記載された測定法を行うことができ，無線端末の総放射電力（TRP: Total

Radiated Power）や総等方向性受信感度（TIS: Total Isotropic Sensitivity），MIMOアン

図 2.5: Bluetest AB社の電波反射箱（[26]より引用）

13



図 2.6: EMITE社の電波反射箱（[27]より引用）

テナシステムのダイバーシチゲインやMIMOキャパシティなどを測定することができる．

測定精度を上げるために，金属板を壁に沿って動かす攪拌機，ターンテーブル，および 3

偏波のモノポールアンテナの切替など，複数の攪拌法を併用している．

図 2.6は，EMITE社の電波反射箱である [27]．Bluetest社の電波反射箱の測定項目に加

えて，8 × 8MIMOアンテナの測定が可能であり，また，ソフトウェア処理によって，得

られたデータから仲上－ライス分布をエミュレートでき，Kファクタを変えられるなどの

特徴がある．

2.6 むすび

本章では，まず，電波反射箱の概要を示した．ここでは，規格 IEC61000-4-21に示され

ている代表的な反射箱を紹介し，電波反射箱の一般的な構造を示し，統計的に電磁界が均

一である必要性を説明し，そして，電磁界を攪拌する方法について示した．

次に，電波反射箱の基本的な理論について紹介した．ここでは，キャビティモードにつ

いての理論を説明し，電波反射箱内がマルチモードとなることが必要であることを示した．

また，理想的な電波反射箱内の電界分布はレイリー分布となることを示した．そして，Q

ファクタについての理論を説明し，電波反射箱での遅延は指数関数的な遅延プロファイル

となること，電波反射箱のQは，壁，吸収体，開口，および受信アンテナの 4つのパラメー

タにより決定されることを示した．

また，電波反射箱を用いたアンテナ測定法の概略を示し，最後に，市販されている電波

反射箱について紹介した．
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第3章 電波反射箱の構築と基本特性の測定

結果

3.1 まえがき

本章では，実際に構築した 4m × 2m × 2mのサイズの電波反射箱について，基本的特

性を測定した結果について示す [28]．この電波反射箱は，本研究を通じて共通に使用され

るものであり，以降の章での研究内容において基礎となるデータを与えるものである．構

築した電波反射箱の構造を示し，電波反射箱の基本特性の周波数特性を 800MHz帯から

5GHz帯にわたって明らかにする．

3.2 電波反射箱の構造と測定法

構築した電波反射箱の外観，およびその内部の写真を図 3.1に示す．

次の 3つのことを主に重視して電波反射箱を製作した．

1）マルチパスリッチな電磁界環境を作り出すこと．ここでは，1µs よりも大きな遅延プ

ロファイルをもつのが理想である．

2）通常の屋内の実験室に設置可能であること．

3）一般的に入手可能な材料で安価に，かつ，簡易に構築すること．

上記を考慮して，電波反射箱のサイズは 4m × 2m × 2mとした．このサイズであれば，

規格品のアルミパネル（2m × 1m）が使用できるため安価に容易に組み立てることができ

る．また，反射箱の内部において，人が立って作業でき，作業の効率が良いという利点もあ

る．電気的な視点では，第 2章で述べたように，最低共振周波数は 83.85MHzであり，移

動通信の使用周波数帯である 800MHz帯の 1/10程度と低く，反射箱内はマルチモードの

電磁界分布となるので電気的に大きいサイズといえる．電磁界の攪拌方法としては，アン

テナをスライドレールで直線的にステップごとに移動させる方式を採用した．これは，市

販のスライドレールが比較的安価に入手できる点を重視したためである．プロペラ式の攪

拌法の場合には，羽根の形状の設計や，回転機構の装置製作などが別途必要となる．スラ

イドレールでの移動の場合には，アンテナの移動量や位置などを適切に選べば，多数の独

立なサンプルを得ることができる．また，周波数帯域での攪拌（Frequency stirring）も同

時に行い，サンプル数を増やすことにする．
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（a）電波反射箱の外観

（b）電波反射箱の内部

図 3.1: 構築した電波反射箱の構造

表 3.1に基本特性の実験パラメータの詳細を示す．測定周波数帯は，0.8，2，3.5，およ

び 5GHz帯である．測定には，ベクトルネットワークアナライザ（VNA: Vector Network

Analyzer）を使う．それぞれの周波数帯において 200MHzの帯域で 125 kHz間隔（800MHz

帯の場合のみ 80MHz，50 kHz間隔）で 1,601ポイントのデータを取得する．送信アンテ

ナとして，基準ダイポールアンテナを垂直（V）に配置，受信アンテナとして，垂直（V）

または水平（H）のダイポールアンテナを配置する．図 3.2に示すように，送信アンテナ

はTxの点に配置し，受信アンテナは受信領域内の 1©, 2©, 3© に配置し，それらの点を中心
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表 3.1: 電波反射箱の基本特性の実験パラメータ

Frequency range 5000–5200MHz

3500–3700MHz

2000–2200MHz

800–880MHz

Data points in the frequency domain 1601 points (125 kHz interval)

(f: 0.8GHz, 50 kHz interval)

Polarization Tx: V, Rx: V, H

Transmitter position Tx point shown in Fig. 3.2

Receiver position Points of 1©, 2©, and 3© in Fig. 3.2

Receiver range ±1.5λ (f = 0.8GHz, ±1.3λ)

Movement direction x, y, z direction

Movement step size 0.05λ

Absorber sheets 0–3 sheets (60 cm × 60 cm)

Reflection coef. < −20 dB

図 3.2: アンテナと電波吸収シートの配置図

に，x, y, z方向にスライドレールを用いて移動させる．スライドレールによる移動量は，

それぞれの周波数帯で±1.5λ（800MHz帯のみ±1.3λ）であり，1/20λ間隔で 61ポイント

のデータを取得する．この 3点での測定は，空間的に一様性をもった測定可能領域を決め

るために行うものであり，そこでは統計的な伝搬特性が等しくなることが期待される．周
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波数 1,601ポイント，空間 61ポイントの合計 97,661ポイントの測定データを用いて統計的

処理を行う．また，送信アンテナと受信アンテナの間の中央の床面は，電波吸収シートを

配置する領域となっている．電波吸収シートのサイズは 60 cm × 60 cmであり，その反射

係数は−20 dB以下である．今回は電波吸収シートの枚数 P は 0 ∼ 3で変化させる．

3.3 基本特性の測定結果

3.3.1 周波数領域データの一例

スライドレールの移動によって各受信点において周波数領域のデータが得られる．図 3.3

は，周波数 5GHz帯における受信電力の測定データの一例である．このとき，送信偏波と

受信偏波の組合せはV-V，P = 0（P は吸収シートの枚数），測定ポイントは 1©である．こ
の図から周波数領域において十分な変動が得られており，統計的性質の解析が可能である

ことがわかる．

図 3.3: ある受信点における受信電力の測定データの例

3.3.2 振幅データ

97,661（= 1,601× 61）ポイントのデータを使って，測定ポイント 1©での受信電力の累積
分布関数（CDF: Cumulative Distribution Function）を計算する．図 3.4は周波数 5.0GHz

における P = 0, 1, および 3での結果を示す．図では，受信電力の測定値の中央値と同じ

中央値をもつレイリー分布の理論値も併せて示している．測定値は極めて理論値に近いレ

イリー分布となっている．図示していないが，800MHzから 5GHzまでの測定値は，すべ

て理論値に近いレイリー分布が得られた．図 3.5は平均受信電力の周波数特性を示す．フ
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図 3.4: 受信電力の累積確率分布（f = 5GHz）

図 3.5: 平均受信電力の周波数特性

リスの伝達公式より計算された直接波電力についても比較のために示している．図から，

P = 0のとき，反射箱内の受信電力は直接波の約 100倍（20 dB）以上であることがわか

る．P = 3のときでも，マルチパス波は直接波よりも 15 dB以上大きい．したがって，LOS

（Line of Sight）の近距離環境であっても理論値に近いレイリーフェージングが得られるの

は，直接波の影響が少ないためであるといえる．

図 3.6は仲上m分布のmパラメータの周波数特性を示す．レイリー分布はm = 1に対

応する．いずれの周波数帯においても，特に P = 0のとき，正確なレイリー分布が反射箱
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図 3.6: mパラメータの周波数特性

内で得られていることが結論づけられる．

3.3.3 遅延データ

図 3.7は周波数 5.0GHzにおいて，電波吸収シートの枚数を変化させたときの遅延プロ

ファイルを示す．図から，指数関数的なプロファイルとなっており，電波吸収シートは遅延ス

プレッドを下げる重要な役割を果たしていることがわかる．3枚の電波吸収シート（P = 3）

図 3.7: 遅延プロファイル特性（f = 5GHz）
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図 3.8: 遅延スプレッドの周波数特性

を置くことによって，遅延スプレッドをおよそ 1/4から 1/3に簡単に下げることができる．

図 3.8は遅延スプレッドの周波数特性を示す．図において，特に 2GHzを越えた領域で

それぞれの遅延スプレッドは周波数が上がるにつれて増えていることがわかる．現時点で

は，周波数特性について明確な説明ができないでいる．文献 [21]において，損失のある大

きなキャビティについて様々な要因の周波数依存性の理論的解析がなされているが，この

種の周波数依存性，すなわち，遅延スプレッドが周波数に比例する特性については説明さ

れていない．文献 [29]では，同じく電波吸収シートによって遅延スプレッドを抑制する特

性が得られているが，周波数依存性についてはこの結果とは逆の傾向を示している．

3.3.4 空間相関

空間相関特性は受信側の到来波方向（DOA: Direction of Arrival）の情報を与える．この

測定では，x, y, z方向に 1/20波長間隔 61ポイントで測定した．図 3.9(a)は周波数 5GHz

と 2GHzの 1©における y方向の V-V偏波の空間相関を示す．相関係数 ρP は |ρa|2から得
られ，ρaは 2点間の複素振幅の相関係数である．さらに，水平方向一様に到来するマルチ

パス波環境での空間相関，すなわち，Jakesモデル [30]も併せて示している．図から周波

数や遅延プロファイルの違いにかかわらず，メインローブは一致している．そして，すべ

ての測定結果は Jakesモデルに近く，少なくとも水平面内では，マルチパスの到来角は一

様分布であると結論づけられる．0.6波長付近でのサイドローブは，Jakesモデルと測定値

で小さな違いがある．この違いは，マルチバス波が水平方向からだけでなく，垂直方向か

らも到来していると解釈できる．

ここで，マルチパス波が 3次元方向から到来している場合を考える．到来波の電力角度
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（a）y軸方向

（b）x, y, z方向（f = 5GHz）

図 3.9: 空間相関

プロファイルΩ(θ, φ)が一様の場合，すなわち，Ω(θ, φ) = 1であり，アンテナの電力パター

ンG(θ)が cosn θのとき，空間相関特性は次式で表される [31]．

ρa,x(∆x) = 1F2

(
n+ 2

2
; 1,

n+ 3

2
;−k2∆x2

4

)
(3.1)

ρa,z(∆z) = 0F1

(
;
n+ 3

2
;−k2∆z2

4

)
(3.2)
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ここで，1F2および 0F1は超幾何関数，ρa,y(∆y)は ρa,x(∆x)と同じ式となる．nを調整す

ることによって，アンテナのビーム幅を自由に設定できる．Jakesモデルは nが無限大の

ときに対応する．

図 3.9(b)には，周波数 5GHzにおける x, y, z方向に沿った空間相関特性を示している．

図から，z方向の P = 3の場合を除いて，x, y, z方向の測定値は n = 2 （ダイポールアン

テナのような垂直偏波のオムニアンテナを表す）の理論値に近いことがわかる．したがっ

て，到来波分布 3次元一様であることが結論づけられる．z方向で P = 3の場合は，床面

の電波吸収シートの効果によって垂直面での到来角分布が一様になっていない．測定値は

nが 2より大きいほうへシフトしている．

3.3.5 XPR

この測定では，送信アンテナの偏波は垂直偏波（V）であり，受信アンテナの偏波は垂直

偏波（V）または水平偏波（H）である．ここで，交差偏波電力比（XPR: cross-polarization

power ratio)を 〈PV V 〉 / 〈PV H〉と定義する．ここで，〈PV V 〉と 〈PV H〉はそれぞれ垂直偏波
と水平偏波の平均受信電力である．表 3.2は周波数 2GHzと 5GHzの P = 0および P = 3

のXPRの結果である．

表 3.2: 位置 1©におけるXPR

f [GHz] 2 5

P 0 3 0 3

XPR [dB] 2.15 4.69 −0.83 2.61

周波数 5GHz，P = 0の場合は，XPRはおよそ 0 dBである．これは，主偏波と交差偏波

がほぼ同等に存在することを意味している．周波数 2GHz，P = 0，または 5GHz，P = 3

の場合は，XPRはおよそ 2，3 dBである．これは主偏波がわずかに支配的である．

この現象を図 3.10によって説明する．図は周波数 5GHzの，送受偏波が V-V，および

V-H，電波吸収シートが P = 0，および P = 3の場合の遅延プロファイルを示す．領域A

では，〈PV V 〉が 〈PV H〉よりも大きく，領域Bでは，〈PV V 〉と 〈PV H〉は同程度である．(a)

の場合は，領域 Bの積算電力は領域Aの電力に比べてかなり大きい．そのためXPRがお

よそ 0 dBとなる．これに対して（b）の場合は，領域Bの積算電力は領域Aの電力に比べ

てそれほど大きくない．そのため領域 Aの積算電力の影響が無視できなくなり，XPRが

わずかに 0 dBよりも大きくなるのである．このことは周波数 2GHzの場合も同様に説明

でき，2GHz，P = 0の遅延スプレッドは 5GHz，P = 3の場合とおよそ同等であるとい

える．
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（a）P = 0

（b）P = 3

図 3.10: V-VおよびV-Hの遅延スプレッド

3.3.6 測定領域

統計的に一様である測定可能領域を知るために，受信電力のCDF，遅延スプレッド，お

よび 1©， 2©， 3©での ρP = 0.5となる空間相関距離を測定する．結果は表 3.3，3.4，3.5に

示す．受信電力のCDF（50%, 1%, 0.1%）（表 3.3），遅延スプレッド（表 3.4），空間相関

（表 3.5）において，大きな違いは見られない．この結果から，少なくとも 1m × 1m のエ

リアでは統計的に一様であるといえる．しかし，実際には 1m × 1mよりも大きな領域で
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一様であると予想される．

表 3.3: 受信電力の CDF [dB]

f [GHz] P % 1© 2© 3©

5 0 50 −28.7276 −28.0378 −28.9398

1 −47.1140 −46.4594 −47.3869

0.1 −57.3519 −56.5331 −57.2700

3 50 −34.0338 −33.7022 −34.0348

1 −51.9365 −52.1509 −52.4653

0.1 −61.8119 −62.7843 −62.3845

2 0 50 −23.8987 −23.8454 −23.6237

1 −42.0526 −42.2559 −42.2053

0.1 −53.1357 −52.7932 −52.0855

3 50 −27.7499 −27.9754 −26.6739

1 −46.2561 −46.1897 −44.6838

0.1 −56.1275 −55.8563 −55.4389

表 3.4: 遅延スプレッド [µs]

f [GHz] P 1© 2© 3©

5 0 0.689 0.688 0.687

3 0.140 0.144 0.147

2 0 0.323 0.332 0.331

3 0.107 0.106 0.102

表 3.5: 相関係数距離 [λ]

f [GHz] P 1© 2© 3©

5 0 0.176 0.176 0.174

3 0.202 0.192 0.192

2 0 0.164 0.170 0.166

3 0.179 0.184 0.180
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3.4 むすび

本章では，実際に構築した 4m × 2m × 2mのサイズの電波反射箱について基本的特性

の測定結果を示した．この反射箱は，安価で簡易に構築できることを重視し，規格品のア

ルミパネルを使用して組立を行った．また，電磁界の攪拌は，市販のスライドレールを利

用したアンテナの移動による方法と周波数の攪拌を併用した．

測定は 0.8，2，3.5，および 5GHzで行い，基本的特性の周波数特性を明らかにした．基

本的特性として，振幅データ，遅延データ，空間相関，XPRを測定した．振幅データから

は，どの周波数帯においても正確なレイリー分布が得られていることが確認された．遅延

データからは，指数関数的な遅延プロファイル特性となっていることが確認され，床面に

置いた電波吸収シートの枚数を変えることによって，遅延スプレッドを容易に変化できる

ことを示した．空間相関データからは，到来波分布が 3次元一様であることが確認された

が，電波吸収シートを床面に置くと，z方向において到来波分布が一様からはずれてくる

こともわかった．XPRデータからは，周波数が高い場合には主偏波と交差偏波はほぼ同等

であるが，周波数が低い場合や電波吸収シートの枚数が増えると主偏波がわずかに支配的

になることがわかった．また，統計的に一様な測定可能領域を確認するために，複数の位

置で各測定を行った結果，少なくとも 1m × 1mの範囲では，特性は同等であり，統計的

に一様であることが確認された．
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第4章 電波反射箱型MIMO-OTAの伝搬環

境の制御

4.1 まえがき

本章では，携帯端末の評価を目的とした電波反射箱型MIMO-OTA測定システムについ

て，電波反射箱内の伝搬環境パラメータの制御の可能性について検討する．

近年，MIMO技術の無線通信システムへの応用にともない，MIMO通信端末の評価環

境が必要になってきている．測定端末の周辺にフェージング環境を形成する測定法として，

OTA（Over-the-Air）測定系が注目されている [32], [33]．具体的な構築法として，周囲

にプローブアンテナを配置してフェージング環境を作り出すフェージングエミュレータ型

（フィールドエミュレータともよばれる）[34]–[37]と，金属壁面の反射特性を利用する電

波反射箱型 [26], [38]–[40]がある．両者ともに，これまで無線端末の評価用に開発されて

きた長い歴史があり，かつ，一長一短があるため，評価目的によって使い分けることにな

る．前者のフェージングエミュレータ型は，散乱源として周囲に置くアンテナ数を多くす

ることによって到来角度分布の制御ができ，時間変動特性の実現の容易さが利点となって

いる．しかし，遅延波を生成するためにフェージングシミュレータが必要になるなど，シ

ステム構成が複雑になるという問題がある．一方，電波反射箱は，遅延波の生成が容易で

あるが，遅延広がりの制御や時間変動の実現の困難さなど，制御のフレキシビリティに欠

ける難点がある．本研究では，装置の構築の容易さと実験の簡便さで勝る電波反射箱に着

目する．電波反射箱については先駆的な開発例が提案されているが [26]，まだ改善の余地

があると考えられる．

この章の前半では，従来の電波反射箱で制御が困難であった伝搬環境パラメータのうち，

交差偏波電力比 (XPR) の制御を可能とするために，二重電波反射箱を使用する方式を提

案する．二重電波反射箱の設計方法を示し，実際に構築した測定系を用いて実験により伝

搬環境の統計的性質を明らかにする [41]–[44]．

さらに，この章の後半では，二重電波反射箱方式をさらに改良し，XPRの制御に加えて，

到来波分布の制御が可能となることを目指す [45]–[47]．

4.2 MIMO-OTAが具備すべき機能

MIMO-OTA測定では，フェージング環境下での通信路容量や BER（Bit Error Rate）

などが性能評価に用いられる．このような移動通信への応用を考えたとき，MIMO-OTA
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測定系には端末の測定環境（マルチパス環境）としては以下のような機能が求められる．

1)振幅変動が目的とする確率分布になる

2)時間変動が指定のパワースペクトルになる

3)基地局側の空間相関特性が実現できる

4)移動局側の空間相関特性が実現できる

5)伝搬の交差偏波特性（XPR）が制御できる

6)指定の遅延プロファイルが実現できる

電波反射箱の一般的な構造は周囲が金属で覆われた箱であり，その中に送受信系を収め

るだけでマルチパスリッチ環境が構築できる．MIMOの端末評価においても，電波反射箱

の中にMIMOの送受信系を対向させて配置することでアンテナ相互結合を含めたMIMO

伝送実験が行える．電波反射箱の特徴を上記の機能と照らし合わせて以下に示す．1）の振

幅分布については，レイリー分布および仲上－ライス分布が基本であるが，電波反射箱で

はレイリー分布が実現できている．文献 [27], [48]では，得られたデータをソフトウェア処

理することにより，仲上－ライス分布をエミュレートする方法が提案されている．2）の時

間的変動については，電波反射箱での高速な時間変動の実現は困難である．フェージング

エミュレータの機能を取り入れたハイブリッド型の電波反射箱が提案されているが，装置

が複雑になるという欠点がある [49]．3）4）の空間相関については，測定がダウンリンク

で行われる場合はそれぞれ送信側空間相関，受信側空間相関とみなすことができ，パスの

角度特性（AOD（TX側），AOA（RX側））によって決まる．一般に，送信側については

アンテナ配置に厳しい制約がないため，無相関でも問題はないと考えられる．一方，受信

側については水平面一様の到来波分布がよく用いられているが，任意の到来波分布が実現

できればより多様性をもって端末の評価が行える．従来の反射箱では，全立体角一様な到

来波分布しか実現できない．文献 [50]においては，到来波分布を変えるために，反射箱の

壁面に電波吸収シートを設置したり，反射箱の壁面の一部を開放する方法が示されている

が，任意の到来波分布を実現することに成功しているとはいえない．5）のXPRについて

は，屋内・屋外環境に相当する 0 ∼ 10 dBが実現できればよいが [51]，従来の電波反射箱

ではその値は固定である．6）の遅延プロファイルについては指数関数型が基本であり，遅

延スプレッドが 10 ns ∼ 10µs程度に設定できればよいが [52]，電波反射箱内に配置する電

波吸収シートのサイズを変えることで制御が可能である [39], [53], [54]．

以上まとめると，従来の電波反射箱では，1)および 6）の機能のみが実現できており，5）

のXPR，および，4）の空間相関は現段階では任意に制御できていないため，今後の改善

課題となっていた．

本研究の目的は，まず，XPRの制御に焦点を当て，高機能な装置を用いることなくXPRの

制御が可能な電波反射箱を簡易に実現することである．XPRを簡易に制御できれば，MIMO

の特長であるマルチストリーム伝送の場合には，各ストリームの伝送特性を，XPR=0dB

の i.i.d.チャネル特性だけでなく，多様性をもって評価することができる．電波反射箱のみ

で XPRの制御を行った例は無く，例えば，文献 [55]においては，複数の波源を用いて移
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相器をランダムにスイッチングすることで，特定の位置に，レイリー分布や仲上－ライス

分布といった振幅分布を実現するフィールドシミュレータが報告されており，その複数波

源の偏波を傾けることで，反射箱内の XPRを制御する方法が述べられている．しかしな

がら，移相器などの給電ネットワークが別に必要であり，また，MIMOの送信および受信

アンテナの相互結合の影響を含めた伝送実験を行うことを目的とした場合には，すでに複

数の波源を伝搬環境制御のために使用しているため実験装置の複雑さが避けられない．

本章の前半では，まず，XPR の制御が可能な二重電波反射箱の設計法を示し，今回構築

した測定系の概要を示す．ここでは，電波吸収シートによる遅延スプレッドの制御も同時

に行う構成とする．次に，二重反射箱内の伝搬環境の測定結果を示し，伝搬環境の統計的

性質を包括的，かつ詳細に述べる．

さらに，本章の後半では，二重電波反射箱を改良し，XPRの制御に加え，受信側の空間

相関，すなわち，到来波分布の制御が可能となる電波反射箱を実現することを目指す．

4.3 二重電波反射箱の概要

4.3.1 基本構成

ここでは，XPRの制御機能をもつ二重電波反射箱を提案する．二重電波反射箱の構造を

図 4.1に示す．外側の電波反射箱は，6面がアルミニウムのパネルで囲まれた，4m × 2m

× 2mの直方体である．外側の電波反射箱の床面には電波吸収シートが配置されており，こ

れは伝搬環境パラメータの一つである遅延プロファイルを制御するために用いる．

図 4.2に示すように外側の反射箱の内部にもう一つの電波反射箱を設置する．内部の電波

反射箱は，直径 1m ×高さ 1mの正 8角柱の形状をしており，アルミニウムでできた上板，

下板，および側面板で囲まれた構造となっている．側面板には無数の開口が空けられてお

図 4.1: 二重電波反射箱の構造
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図 4.2: 内部反射箱の外観

り，詳細は後述するが，開口の形状により受信アンテナへの到来波の通過量を変え，XPR

の制御を行う．今回の構成では，主に水平方向からの到来波を扱うため，上板および下板

の内側には電波吸収シートが貼り付けられている．今回は 5.1GHz帯での実験を行うこと

を前提として内部反射箱の大きさを決定している．内部反射箱の直径は，フェージングエ

ミュレータ型の散乱源の円の直径に相当すると考えることができ，今回は，文献 [34]にお

ける直径約 13波長よりも大きな約 17波長に選んでいる．また，内部反射箱の高さについ

ては，将来，垂直面において約 90◦までの到来角度広がりの制御を行うことを見込んで直

径と同じ長さとしている．5.1GHz帯以下の周波数帯での適用可能性については内部反射

箱の大きさが制限となるが，これについては今後検討していく．

4.3.2 内部反射箱の側面板の設計と測定

図 4.3に側面板の構造を示す．内部反射箱の側面板には周期的な開口が空けられており，所

望の周波数帯のみを通過させる，いわゆる周波数選択板（FSS: Frequency Selective Surface）

[56], [57]としての動作をする．ここでは最も単純である，正方形開口の格子状配列とした．

この場合，正方形開口の一辺の大きさは約 0.5波長，配列間隔はグレーティングローブを

出さないために，1波長より小さい寸法を目安とする．そして，実験周波数 5.1GHz帯の

電波が通過するように正方形開口の大きさと配列間隔をシミュレーション（HFSS Ver.12）

[58]で決定した．計算の結果，正方形開口の一辺の大きさを 38mm（0.65波長），配列間

隔を 54mm（0.92波長）とした．以後，これらの寸法は固定とする．この開口の中央に幅

w [mm]の水平成分の仕切りを設けることで，到来波の水平偏波成分のみを遮断するはた

らきを持たせ，幅wを変えることで水平偏波成分の通過量を制御する．結果として，垂直
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図 4.3: 側面板の構造

偏波成分と水平偏波成分の通過量に差が生じ，受信アンテナでの XPRの制御が可能にな

ると期待できる．なお，w = 0mmの場合は，仕切りのない正方形開口に相当する．

図 4.4はシミュレーションにおける周期単位構造であり，図 4.5は，例として，仕切り幅

w = 6mmのときの垂直偏波および水平偏波を入射した場合の Sパラメータの計算値を示

している．シミュレーションにおいては，平面波の垂直入射のみを扱っており，周期境界条

件により周期単位構造が無限に続いた状態としている．シミュレーションの結果，5.1GHz

帯において垂直偏波はほぼ損失なく通過し，水平偏波は通過量が抑制されていることがわ

かる．

実際に，仕切り幅 wが 0，3，6，9，12，および 15mmの側面板を製作し，電波の通過

量の実験を行った．図 4.6は実験の様子であり，ホーンアンテナを対向させ，その中間に

側面板を配置して，通過損失を測定した．図 4.7に通過損失の測定結果を示す．図には側

面板が無い状態（without）も併せて示している．垂直偏波の場合は幅 wに関係なくほぼ

一定の通過損失である．一方，水平偏波の場合は幅wが大きくなるにつれて通過損失が増

加している．w = 15mmの場合には，垂直偏波と水平偏波の通過量の差は 20 dB程度とな

り，十分大きな差をつけることができた．

31



図 4.4: 側面板の通過シミュレーション周期構造

（a）垂直偏波

（b）水平偏波

図 4.5: 側面板の Sパラメータ（w = 6mm）
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図 4.6: 側面板の通過損失実験

（a）垂直偏波

（b）水平偏波

図 4.7: 側面板の通過損失
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4.4 二重電波反射箱内の伝搬環境の統計的性質

4.4.1 伝搬環境の測定方法

実際に製作した，仕切り幅wが 0，3，6，9，12，および 15mmの側面板を用い，それぞ

れの側面板で内部反射箱を囲んだ場合の伝搬環境を測定した．図 4.8に測定系を示す．この

図での座標系は図 3.2と異なっている．送信アンテナとして，半波長ダイポールアンテナ

を 45◦傾斜させ，受信側に向けて 45◦偏波を放射する状態とし，受信アンテナとして，垂

直配置の半波長ダイポールアンテナ（水平面垂直偏波無指向性），または水平配置の半波長

ダイポールアンテナ（水平面水平偏波 8の字指向性）を内部の反射箱内の中心に設置して

いる．送受信アンテナの設置高さは 1mであり，一定とする．図 4.9に示すように，受信ア

ンテナを電動スライダに取り付け，内部反射箱の中心から x方向に移動量 200mm，2mm

ステップ（合計 101ポイント）で移動し，各位置での伝搬特性をベクトルネットワークア

ナライザ（VNA）を用いて測定する．移動量 200mmは，5.1GHzにおいて 3.4波長分に

相当する．測定周波数は 5.0 ∼ 5.2GHzの 1,601ポイントである．今回は周波数 1,601×空
間 101 = 161,701ポイントのすべての測定データを用いて統計的処理を行う．周波数帯域

およびデータ数が多いため，伝搬特性は十分平均化されたものとなる．

また，外側の反射箱の床面には大きさ 61 cm × 61 cm，厚み 1.9 cm の電波吸収シートが

配置され，0 ∼ 6枚まで枚数を変更することとし，図 4.8における電波吸収シートに振られ

た番号は配置する際の順番を表している．また，電波吸収シートの 5GHz帯における反射

係数は約−20 dBである．

図 4.8: 二重電波反射箱の測定系
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図 4.9: 内部反射箱の内部

4.4.2 受信レベル

まず，受信レベルの累積確率分布を図 4.10に示す．ここでは，例として，受信アンテナ

を半波長ダイポールの垂直配置または水平配置とし，それぞれの場合において，側面板の

仕切り幅 w = 0mm，かつ，外側の反射箱内の電波吸収シートが無い（0枚）場合と，幅

w = 15mm，かつ，電波吸収シートが 6枚の場合を示す．破線は，測定した受信レベルの

累積確率分布と同じ中央値を持つレイリー分布理論値であり，測定値と良く一致している．

従来の電波反射箱と同様，このような反射波が卓越する環境では，見通し内配置であった

としても直接波の影響は無視され，レイリーフェージング環境が実現できている．各偏波

において，仕切り幅 wや電波吸収シートの枚数を変化させると受信レベルが変化するが，

今回実験した範囲ではレイリー分布が維持されていることが確認された．

図 4.11に，電波吸収シートの枚数をパラメータとした場合の仕切り幅 wに対する受信

電力の中央値の変化を示す．電波吸収シートが増えるにしたがい受信レベルが減少するが，

垂直偏波については，仕切り幅wに関わらずほぼ一定値を保っており，水平偏波について

は，仕切り幅wが大きくなるにつれて受信レベルが減少している．ここで，垂直偏波と水

平偏波の受信レベルの中央値の比をXPRとすると，図 4.12に示すように，仕切り幅wを

大きくするほどXPR を大きくすることができ，最大のXPR としては w = 15mmのとき

に 9.6 dBが得られている．これは，前述した側面板の通過量の差 20 dBに比べて大幅に減

少している．原因としては，側面板を通過した垂直偏波成分が，内部の反射箱内で反射を

繰り返すうちに一部が水平偏波成分となるためである．また，電波吸収シートの枚数に対

するXPR の変化は約 1 dBと小さく，XPRは主に仕切り幅wに依存しているといえる．ま

た，仕切り幅 w = 0mmの場合に，XPR がすでに 1.5 ∼ 2.5 dB程度となっている．これ
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（a）垂直偏波

（b）水平偏波

図 4.10: 受信レベルの累積確率分布

は，内部の電波反射箱の上下板に貼り付けられた電波吸収シートによって，上下方向から

の到来電波が遮断されるためである．垂直ダイポールの場合は最大放射方向を含む無指向

面が水平面となり，上下方向からの到来波が遮断されても受信電力の低下は少ない．一方，

水平ダイポールの場合は最大放射方向を含む無指向面が垂直面となり，電波吸収シートに

よって遮られる電力が大きいため，受信電力が垂直ダイポールの場合に比べて低下してい

るためと考えられる．また，内部反射箱の上下板に貼り付けられた電波吸収シートを取り

払った場合は，各偏波における指向性による差がなくなり，XPRは 0 dB（電波吸収シート

が 0枚のとき，受信電力の中央値は約−31 dB）が得られ，従来の反射箱と同等の特性とな

る [39]．
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（a）垂直偏波

（b）水平偏波

図 4.11: 受信電力の中央値
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図 4.12: XPR

4.4.3 遅延プロファイル

次に，垂直偏波成分と水平偏波成分の遅延プロファイルを求める．遅延プロファイルは

伝達関数 T (f)の逆フーリエ変換によって得られたインパルス応答 h(τ)により，式 (4.2)に

ように定義される [59]．

p(τ) = 〈h∗(τ)h(τ)〉 (4.1)

h(τ) =

∫ ∞

−∞
T (f) exp(j2πfτ)df (4.2)

伝達関数は測定により周波数特性として得られているので，測定周波数範囲を積分区間

として各測定ポイントのインパルス応答を算出して電力平均することで遅延プロファイル

を得ることができる．側面板の仕切り幅 w = 0，15mmのそれぞれの場合において，外側

の電波吸収シートが 0枚と 6枚のときの遅延プロファイルを図 4.13に示す．いずれの場合

においても遅延プロファイルは，ノイズレベルに達する前の −90 dB以上のレベルではで

ほぼ直線と見なすことができ，次式で表される指数関数形プロファイルで近似できる．

p(τ) =
PR

στ
exp

(
− τ

στ

)
(4.3)

ここで，指数関数の時定数である遅延スプレッドは式 (4.4)から算出することができる [59]．

στ =

√
1

PR

∫ ∞

0
τ2p(τ)dτ − τ2m (4.4)

PR =

∫ ∞

0
p(τ)dτ （平均電力） (4.5)

τm =
1

PR

∫ ∞

0
τp(τ)dτ （平均遅延） (4.6)

図 4.14に，仕切り幅wをパラメータとした場合の電波吸収シートの枚数に対する遅延ス

プレッドの変化を示す．電波吸収シートが全く無い場合 [39]での遅延スプレッド値約 0.6µs
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（a）w = 0mm

（b）w = 15mm

図 4.13: 遅延プロファイル

に比べて，電波吸収シートが 0枚の場合で 0.2 ∼ 0.3µsと半分以下に減少している．これ

は内部反射箱の上下板に貼り付けられた電波吸収シートの影響によるものである．そして，

電波吸収シートの枚数が増えるにしたがい，遅延スプレッドは減少していく．仕切り幅 w

が大きいほど，遅延スプレッドが増加する傾向があるが，遅延スプレッドは主に電波吸収

シートの枚数に依存しているといえる．w = 15mmの場合，垂直偏波で 0.11 ∼ 0.29µsま

で，水平偏波で 0.16 ∼ 0.30µsまで遅延スプレッドを制御することができた．また，垂直

偏波と水平偏波で遅延スプレッドの値に差異が生じているが，これは，内部反射箱の内部

において，水平偏波成分については遮蔽効果により反射を繰り返し，遅延量が増えるため

と考えられる．側面板の内側に反射を抑制する構造を設けることで差異は縮まると考えら

れるが，この検討については本章の後半で行う．
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（a）垂直偏波

（b）水平偏波

図 4.14: 遅延スプレッド

40



4.4.4 空間相関

次に，内部反射箱の中心（移動量 0mm）での測定値による伝達関数を基準として，各測

定ポイントの受信電力変動の相関係数を算出する．

図 4.15は空間相関を示す．ここでは，受信アンテナを半波長ダイポールの垂直配置また

は水平配置とし，それぞれ場合において，側面板の仕切り幅 w = 0mm，かつ，外側の反

射箱内の電波吸収シートが無い（0枚）場合と，幅 w = 15mm，かつ，電波吸収シートが

6枚の場合を示す．横軸は測定ポイントの位置を f = 5.1GHz での波長（= 58.8mm)で正

規化している．垂直偏波受信時については，x方向の移動に加えて，−y方向の移動（送信

アンテナから遠ざかる方向）の場合も示している．また，破線はレイリーフェージング環

境においてマルチパス波が水平面で角度的に一様に到来する場合の空間相関特性の理論値

であり，垂直偏波の場合は式 (4.7)から算出したものである [59]．

ρP (d) = |J0(kd)|2 (4.7)

ここで，J0は 0次のベッセル関数，kは波数を表している．また，水平偏波の場合は，ダ

イポールの水平面の電力指向性を | sin θ|2 （x方向が θ = 0）として理論値を計算している．

理論値と測定値はおよそ 0.2以上の範囲で類似しており，また，仕切り幅や電波吸収シー

トの枚数の変化に対して，空間相関に大きな変化がないこと，さらに，x方向と−y方向の

空間相関が同等であることから，内部反射箱の中心部での到来角度分布は統計的に周囲一

様分布であることが推定できる．理論値に比べて，メインローブが広がり，ヌル点がやや

距離が大きい方にずれる傾向が見られるが，文献 [39], [49]で示された特性よりも理論値に

近い特性となっている．これは，内側反射箱の上下板に貼り付けられた電波吸収シートに

より，到来角度分布がより二次元分布に近くなっているためである．
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（a）垂直偏波（x方向）

（b）垂直偏波（−y方向）

（c）水平偏波（x方向）

図 4.15: 空間相関
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4.5 改良型二重電波反射箱の検討

本章の前半で提案した二重電波反射箱によって XPRの制御が可能となったが，いくつ

かの課題が出てきた．まず，仕切り幅の異なる側面板を 8枚ずつ用意する必要があり，重

量のある側面板を交換する作業の効率が悪いという問題があった．また，内部反射箱の側

面板において，水平方向の仕切りのみを扱ったため，水平偏波の通過量の変化を確認した

だけであり，垂直偏波の抑制についても確認が必要である．また，受信アンテナについて

は，垂直偏波の水平面指向性が無指向性であるのに対して，水平偏波の水平面指向性が 8

の字指向性であったため，垂直偏波と水平偏波の受信レベルに差が生じていた．したがっ

て，厳密な XPRの評価のためには，垂直偏波と水平偏波の水平面指向性，および受信レ

ベルが同等であることが望ましい．さらに，内部反射箱内での反射波の抑制が課題であっ

た．反射波を抑制できれば，さらにXPRの変化量を増やすことが可能となる．

本章の後半では，上記課題を解決するとともに，二重電波反射箱を改良し，XPRの制御

に加え，受信側の空間相関，すなわち，到来波分布の制御が可能となる電波反射箱を実現

することを目指す．

まず，XPRと到来波分布の制御が可能な二重電波反射箱の設計法を示し，今回構築した

測定系の概要を示す．次に，製作した二重反射箱内を用いて，XPRおよび到来波分布の制

御実験の結果，および，4× 4 MIMO通信時のチャネル特性をの測定結果を示し，所望の

到来波分布が実現できているかどうかを確認する．

4.5.1 内部反射箱の側面板の改良

改良する箇所は二重電波反射箱の内部反射箱の側面板についてであり，全体的な構成は

変わらない．図 4.16は内部反射箱の外観写真である．改良後の内部反射箱の側面板にも周

期的な開口があるが，側面板の表面に誘電体基板が貼り付けられており，開口は見えない

状態となっている．

図 4.17に改良した側面板の構造を示す．側面板の基本的構造は，前回とほぼ同様であり，

周期的な正方形開口の格子状配列となっている．今回は，開口の表面に厚み 1mmのガラ

スエポキシ基板が装着できるようになっており，その表面には，幅 3mm，長さ l [mm]の

長方形の銅箔パターンが形成されている．ここでは，これを反射素子とよぶ．反射素子の

長さを変えることによって，反射素子の長軸方向の偏波成分の電波通過量を制御するはた

らきを持たせる．反射素子がプリントされた誘電体基板は軽量であり，基板のみを交換す

ればよいので，側面板そのものを交換するよりも作業効率が高い．また，その基板は，1枚

の側面板と同じ大きさではなく，いくつかの正方形に分割されており，基板の向きを 90◦

回転させて取り付ければ，反射素子の方向も 90◦回転することになるので，垂直偏波の制

御だけでなく，水平偏波の制御も可能となる．また，新たに改良した点として，開口の裏

面には 1/4波長の間隔で 377Ωの抵抗皮膜を貼り付けている．表面からの入射波は反射係

数 1/3で一部は反射し，残りは通過する．一方，裏面方向からの入射波は，金属の存在に
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図 4.16: 改良した内部反射箱の外観

図 4.17: 改良した側面板の構造

よって大部分は抵抗皮膜に吸収される．このはたらきにより，内部反射箱内の多重反射を

抑制でき，側面板を通過した電波のみを受信アンテナに受信させることができる．さらに，

開口の表面にガラスエポキシ基板の代わりに金属板を装着して開口を塞ぐことにより，完

全な 1/4波長型電波吸収体 [60]となり，表面からの電波は完全に遮断され，裏面からの電

波は吸収される状態となる．
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開口の設計についても，前回と同様，正方形開口の大きさと配列間隔をシミュレーショ

ン（HFSS Ver.12）で決定した．計算の結果，正方形開口の一辺の大きさを 30mm（0.51

波長），配列間隔を 45mm（0.765波長）とした．誘電体基板が存在する影響で，前回より

も各寸法が小さくなっている．以後，これらの寸法は固定とする．

図 4.18はシミュレーションにおける周期単位構造である．誘電体基板や抵抗皮膜を含め

てシミュレーションを行っている．図 4.19は，反射素子長が l = 0mm（反射素子なし）の

場合，および l = 22.5mmの場合の Sパラメータ特性の計算値を示している．シミュレー

ションの結果，反射素子なしの場合には，5.1GHz帯において，S11，S22ともに約−10 dB

であり，S21は約−4 dBとなっており，これは，反射係数 1/3の状態，すなわち自由空間

上に 377Ωの抵抗皮膜が存在する状態とほぼ同等である．反射素子長 l = 22.5mmの場合

は最も入射波が抑制される状態であり，S11はほぼ全反射となり，S21は−30 dB以上抑制

されている．また，S22は約−20 dBであり，裏面での反射波が抑制されていることがわか

る．これは，反射素子と抵抗皮膜の組み合わせにより，1/4波長型電波吸収体としてはた

らくためである．

実際に，シミュレーションで決定されたパラメータをもとに側面板を製作し，電波の通

過量の実験を行った．図 4.20は実験の様子であり，ホーンアンテナを対向させ，その中間

に側面板を配置して，通過損失を測定した．図 4.21に通過損失の測定結果を示す．図には

側面板が無い状態（without）も併せて示している．測定結果は以下のように，ほぼシミュ

レーションの傾向を再現している．S11については，反射素子長を長くするほど反射が大き

くなっている．S21については，反射素子長を長くするほど通過量が抑制されている．S22

については，反射素子長に関係なく約 −15 dBであり，反射波が抑制されている．入射波

の偏波方向と反射素子の長さ方向が直交する場合については，Sパラメータは反射素子の

長さの影響を受けず，l = 0mmの場合と同じような特性となる．

図 4.18: 改良型側面板の通過シミュレーション周期構造
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(a) l = 0mm（反射素子なし）

(b) l = 22.5mm

図 4.19: 改良型側面板の通過損失のシミュレーション結果

図 4.20: 改良型側面板の通過損失実験
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(a) S11

(b) S21

(c) S22

図 4.21: 改良型側面板の通過実験結果
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4.6 改良型二重電波反射箱の伝搬環境制御の実験

設計した側面板を用いて，改良した二重電波反射箱での伝搬環境の制御実験を行う．

4.6.1 伝搬環境実験の測定系

図 4.22に測定系を示す．基本的には測定系は前回とほぼ同様である．送信アンテナとし

て，半波長ダイポールアンテナを 45◦傾斜させ，受信側に向けて 45◦偏波を放射する状態と

し，受信アンテナは，垂直偏波無指向性アンテナとしてスリーブアンテナ，または水平偏波

無指向性アンテナとして円筒スロットアンテナを内部反射箱内の中心に設置している．図

4.23にそれぞれのアンテナの放射パターン，図 4.24にリターンロス特性を示す．いずれの

アンテナも水平面指向性は無指向性であるが，円筒スロットアンテナの水平面指向性は最

大で約 3 dBの偏差を持っている．前方向の最大利得は 1.4 dBdであり，平均利得は 0 dBd

である．平均利得はスリーブアンテナと同等であるため，両者の受信電力は同等とみなす．

また，それぞれのアンテナのリターンロスは測定周波数である 5.1GHz帯において−10 dB

以下となっている．送受信アンテナの設置高さは 1mであり，一定とする．受信アンテナを

電動スライダに取り付け，内部反射箱の中心を基準に x方向に移動量±100mm，2mmス

テップ（合計 101ポイント）で移動し，各位置での伝搬特性をベクトルネットワークアナ

ライザを用いて測定する．移動量±100mmは，5.1GHzにおいて±1.7波長分に相当する．

測定周波数は 5.0 ∼ 5.2GHzの 1,601ポイントである．周波数 1,601×空間 101 = 161,701

ポイントのすべての測定データを用いて統計的処理を行う．

図 4.22: 改良型二重電波反射箱の測定系
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図 4.23: 受信アンテナの放射パターン

図 4.24: 受信アンテナのリターンロス

4.6.2 XPRの制御実験

まず，XPRの制御実験を行う．8つの側面板の表面にはすべてガラスエポキシ基板を装

着する．すべての基板上の反射素子の長さや向きは同じとする．内部反射箱への入射波は，
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反射素子によって偏波特性が決められ，側面板を通過した電波は受信アンテナに水平面内

で一様に到達すると期待される．垂直偏波受信用としてスリーブアンテナ，水平偏波受信

用として円筒スロットアンテナを配置する．反射素子の方向は垂直方向，または水平方向

とする．反射素子の長さ lを，0，10，15，17.5，20，および 22.5mmと変化させ，そのと

きの受信電力の中央値を測定する．

図 4.25は，反射素子の長さを変化させたときの，垂直偏波および水平偏波の受信電力の

中央値を示す．反射素子が垂直方向の場合（a）は，反射素子長が長くなるにしたがい，垂

直偏波の受信電力が減少するが，水平偏波の受信電力の変化は少ない．同様に，反射素子

が水平方向の場合（b）は，反射素子長が長くなるにしたがい，水平偏波の受信電力が減少

するが，垂直偏波の受信電力の変化は少ない．どちらの場合も反射素子長が l = 22.5mm

のときに，反射素子の向きと同じ方向の偏波成分を最も減少させている．ここで，垂直偏

(a) 反射素子が垂直方向

(b) 反射素子が水平方向

図 4.25: 各偏波の受信電力の中央値
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波と水平偏波の受信電力の比を XPRとする（XPR = PH/PV）．反射素子が垂直方向の

場合には，XPRを 0 ∼ −11 dBまで変化させることができ，反射素子が水平方向の場合に

は，XPRを 0 ∼ +11dBまで変化させることができている．したがって，反射素子の方向

や反射素子長を変化させることによって，XPRを最大−11dBから+11dBまで変化させ

ることができる．

図 4.26に，反射素子長が 0，および 22.5mmの場合の垂直偏波，および水平偏波の受信

レベルの累積確率分布を示す．図には，測定値と同じ中央値をもつレイリー分布の理論値

も併せて示している．測定された受信レベルの分布は偏波特性に関係なくレイリー分布と

なっていることがわかる．

図 4.27に，反射素子長が 0，および 22.5mmの場合の垂直偏波，および水平偏波の空間

相関特性を示す．中心点での受信電力を基準とし，それぞれの位置での受信電力の相関係

数を求めている．なお，それぞれの位置での受信電力は周波数領域において平均している．

この図では，式 (4.7)で表される水平面一様の到来分布の場合の空間相関の理論値も併せて

示している．測定値と理論値は偏波特性に関わらずほぼ一致していることがわかる．した

がって，すべての側面板の反射素子の長さや向きが等しい場合には，到来波分布は水平面

一様であることが推定できる．
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(a) 反射素子なし（l = 0mm）

(b) 垂直反射素子（l = 22.5mm）

(b) 水平反射素子（l = 22.5mm）

図 4.26: 各偏波の受信電力累積確率分布
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(a) 反射素子なし（l = 0mm）

(b) 垂直反射素子（l = 22.5mm）

(b) 水平反射素子（l = 22.5mm）

図 4.27: 各偏波の空間相関
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4.6.3 到来波分布の制御実験

次に，到来波分布の制御実験を行う．図 4.28に到来波分布の設定方法を示す．電波を通

過させる範囲の側面板の表面には反射素子なし（l = 0mm）のガラスエポキシ基板を装着

し，電波を遮断する範囲の側面板の表面には金属板を装着する．到来波の中心角を θ0 = 90◦

とし，通過角度 2φは可変とする．ここでは，通過角度を 45◦，90◦，および 135◦ に選んで

いる．これは，内部反射箱の側面板 1枚，2枚，および 3枚に相当する．通過角度が 360◦

の場合は，前節のXPR制御実験での l = 0mmの状態に相当する．

受信側での x方向の 2次元の空間相関は次式で表される．

ρa(∆x) =

∫ 2π
0 Ω(θ)ejk∆x cos θdθ∫ 2π

0 Ω(θ)dθ
(4.8)

ここで，Ω(θ)は到来波の電力角度分布である．予想される到来波の電力角度分布として，

次式に示す角度範囲 2φの一様分布を想定する．

Ω(θ) =


1
2φ (−φ ≤ θ − θ0 ≤ φ),

0 (otherwise).
(4.9)

側面板によって到来波分布を変えることができれば，空間相関特性に変化が表れることに

なる．式 (4.8)で計算される空間相関と測定で得られる空間相関を比較し，実際の到来波の

角度分布を推定する．

受信アンテナは垂直偏波受信用としてスリーブアンテナ，または水平偏波受信用として

円筒スロットアンテナを内部反射箱の中心に配置し，スライドレールで x方向に±100mm

移動しながらそれぞれの偏波の空間相関特性を測定する．

図 4.29に測定した空間相関特性を示す．図は，通過角度範囲 2φが 45◦，90◦，および 135◦

の場合を示しており，また，角度範囲 2φの一様分布の到来波の場合の理論値も併せて示し

図 4.28: 到来波分布の設定方法.
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ている．測定値と理論値はほぼ一致しており，通過角度範囲が狭くになるつれて，空間相

関のメインローブが広がっている．したがって，通過角度範囲に応じた到来波分布が実現

できているといえる．さらに詳しく見ると，通過角度範囲 2φが 90◦，135◦，360◦（図 4.27

（a））の場合には，測定値は一様分布の理論値にほぼ一致しているが，通過角度範囲が 45◦

の場合には，測定値は中心位置から遠ざかるにつれて一様分布の理論値からずれていく結

果となった．図には，一様分布と同じ標準偏差（角度広がり）（σ = φ/
√
3）をもつラプラ

ス分布（次式）の理論値を示しているが，測定値はこのラプラス分布により近い分布となっ

ている．

Ω(θ) =
1√
2σ

exp

{
−|θ − θ0|
σ/

√
2

}
(4.10)

同じ標準偏差をもつ一様分布とラプラス分布の空間相関特性は，メインローブの中心に近

い領域ではほぼ一致するが，中心から離れた領域において違いが見られる．通過角度範囲

2φが大きいときには，空間相関のメインローブが細くなり，一様分布とラプラス分布の違

いが少なくなる．したがって，この場合は，実際の到来波分布はどちらの分布を想定して

も問題はない．一方，通過角度範囲 2φが小さいときには，空間相関のメインローブが太く

なり，一様分布とラプラス分布の違いが目立つようになる．したがって，この場合は，実

際の到来波分布を適切に判断する必要がある．測定の結果から，実際の到来波分布はラプ

ラス分布に近い分布であると推定できる．

追加の実験として，通過角度 2φ = 45◦，到来波の中心角が θ0 = 45◦の場合の空間相関

特性を測定した．この状態は，内部反射箱を時計回りに 45◦回転させた状態である．この

場合，送信アンテナからの直接波は内部反射箱に入らない．図 4.30から，図 4.29(c)と同

様，測定値はラプラス分布に近いことがわかる．したがって，送信アンテナからの直接波

の空間相関への影響は少ないことがわかる．

図 4.31に受信電力の累積確率分布を示す．通過角度範囲 2φが 45◦と 360◦の場合を示し

ている．(a)は垂直偏波受信時，(b)は水平偏波受信時の分布である．ここで，2φ = 360◦

の場合は図 4.26(a)と同じである．水平偏波の測定の際には，円筒スロットアンテナの水平

面指向性の偏差の影響を取り除くために，円筒スロットアンテナを回転し，+y方向（前）

−x方向（左）−y方向（後）+x方向（右）の 4方向を入射波の方向に向けて測定し，そ

の 4つのデータすべてを用いている．表 4.1にそれぞれのアンテナ方向での受信電力の中

央値をまとめている．

表 4.1: 円筒スロットアンテナの各方向における受信電力の中央値

antenna direction +y −x −y +x all

(front) (left) (back) (right)

median [dB] −46.76 −48.50 −48.71 −48.30 −48.03

受信電力は +y方向で最大値となっており，すべてのデータの中央値は平均された値で

ある．この両者の差は 1.27 dBであり，これは水平面指向性での最大利得と平均利得の差
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1.4 dBにほぼ等しい．また，図には測定値と同じ受信電力中央値をもつレイリー分布の理

論値を併せて示している．受信電力の分布は，通過角度範囲にかかわらずレイリー分布と

なっていることがわかる．

さらに，図 4.32に，通過角度範囲が 45◦の場合にも，同様に，反射素子の長さを変化さ

せたときの垂直偏波および水平偏波の受信電力の中央値を示す．水平偏波の測定の際には，

円筒スロットアンテナの+y方向（前）に向けており，表 4.1でのレベル差 1.27 dBを差し

引いた値を平均の値とみなしている．XPRは−11 dBから+11dBまで変化させることが

でき，通過角度範囲を変えた場合にもXPRの制御が同様にできることがわかる．
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(a) 2φ = 135◦

(b) 2φ = 90◦

(c) 2φ = 45◦

図 4.29: 各通過角度範囲での空間相関特性
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図 4.30: 2φ = 45◦, θ0 = 45◦の場合の空間相関特性（l = 0mm）

(a) 垂直偏波

(b) 水平偏波

図 4.31: 2φ = 45◦, 360◦の場合の受信電力の累積確率分布（l = 0mm）
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(a) 反射素子が垂直方向

(b) 反射素子が水平方向

図 4.32: 各偏波の受信電力の中央値（通過角度 2φ = 45◦）
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4.6.4 4 × 4 MIMO通信時の固有値分布測定

最後に，到来角度分布に応じたチャネル特性が得られているかどうかを確認するために，

4× 4 MIMOアンテナアレーを使って，固有値分布を測定した．送信側および受信側の両

方にスリーブアンテナを使用した．これらは x軸方向のリニアアレーである．送信アンテ

ナおよび受信アンテナの配列間隔は，それぞれ 1.5λ，0.5λである．このチャネル特性の測

定では，図 4.28に示した設定方法を用いるが，受信アンテナは内部反射箱の中心に固定し，

空間的には動かさずに，代わりに周波数領域 5.0 ∼ 5.2 GHzの測定ポイント数を 20,001に

増やしている．各通過角度範囲において得られたチャネル特性より固有値を求め，累積確

率分布を求める．

図 4.33は，通過角度範囲 2φが 45◦，90◦，135◦，および 360◦の場合の固有値の累積確率

分布を示したものである．測定データは受信電力の平均値で正規化している．比較のため

のシミュレーション値は次式に示すクロネッカーモデル [61]を使って算出したものである．

A =
1√

NtNr
Π1/2

r G
(
Π

1/2
t

)T
(4.11)

ここで，Nt，Nrはそれぞれ送信，受信のアンテナ数を表しており，Gは複素ガウス行列，

Πt, Πrはそれぞれ送信側，受信側の空間相関行列を表しており，次式で表される．

Πt = Nt


1 0 0 0

0 1 0 0

0 0 1 0

0 0 0 1

 (4.12)

Πr = Nr


1 ρa(d) ρa(2d) ρa(3d)

ρa(d)
∗ 1 ρa(d) ρa(2d)

ρa(2d)
∗ ρa(d)

∗ 1 ρa(d)

ρa(3d)
∗ ρa(2d)

∗ ρa(d)
∗ 1

 (4.13)

ここで，送信アンテナ側の空間相関は，そのアレー間隔が広いため，考慮しない．すなわ

ち，空間相関行列は単位行列としている．受信アンテナの空間相関は，アレー間隔 d = 0.5λ

とし，式 (4.8)を用いて計算している．さらに，受信アンテナ側の到来角度分布Ω(θ)は角

度範囲 2φの一様分布，さらに，標準偏差 σ = φ/
√
3のラプラス分布としている．通過角度

範囲が 2φが，90◦，135◦，および 360◦の場合のシミュレーション値は一様分布のものであ

り，45◦の場合のシミュレーション値は一様分布とラプラス分布の両方を示している．通過

角度範囲 2φが，90◦，135◦，および 360◦の場合の測定値と一様分布のシミュレーション値

はほぼ一致している．45◦の場合は，測定値と一様分布のシミュレーション値では，特に

第 3および第 4固有値にずれを生じている．一方，ラプラス分布のシミュレーション値に

は良い一致を示している．すなわち，空間相関の結果だけでなく，固有値分布の結果から

も，通過角度範囲が狭い場合の到来角度分布はラプラス分布に近い分布であることが確か

められた．以上のことから，所望の到来角度分布に応じたチャネル特性が得られているこ

とが確認できた．
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(a) 2φ = 360◦

(b) 2φ = 135◦

(c) 2φ = 90◦

(d) 2φ = 45◦

図 4.33: 4× 4 MIMO通信時の固有値の累積確率分布
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4.7 むすび

従来の電波反射箱では困難であった XPRと到来波分布の制御が可能な二重電波反射箱

を提案した．内部反射箱の側面板に周期的な開口を空け，その開口の有無や，開口上に設

けた反射素子の向きや長さを変えることで電波の通過量を制御する仕組みである．

本章の前半では，XPRの制御を目的に，側面板の開口の中央に仕切りを設ける方法を提

案した．その側面板の設計方法を示し，また，製作した側面板の電波の通過量を測定して

側面板の動作を確認した．そして，二重電波反射箱内の伝搬環境を測定し，その統計的性

質を調べた．また，外部反射箱の床面に，電波吸収シートを置き，その枚数を変えて遅延ス

プレッドへの影響についても調べた．測定の結果，XPRは 0 ∼ −10 dBまで変化させるこ

とができた．また，遅延プロファイルは指数関数型となり，遅延スプレッドは 0.1 ∼ 0.3µs

程度まで変化させることができた．また，空間相関特性から，水平面周囲一様の到来波分

布となっていることが推定できた．

本章の後半では，前半で示した側面板の構造を改良し，XPRの制御に加えて，到来波分

布の制御を目指した．その側面板の設計方法を示し，製作した側面板の電波の通過量を測

定して側面板の動作を確認した．まず，XPRの制御実験では，開口の中央にある反射素子

の向きや長さを変えることで，XPRを最大で−11 ∼ +11dBまで変えることができた．次

に，側面板の電波通過範囲を変えて受信側の空間相関を測定した．その結果，通過角度範

囲に応じた到来波分布が得られていることを確認した．到来波分布は，通過角度範囲が広

い場合には，一様分布とみなすことができ，また，通過角度範囲が狭い場合には，ラプラ

ス分布とみなすことができることがわかった．さらに，4× 4 MIMOアンテナアレーを用

いて，固有値分布を測定した．測定値は，クロネッカーモデルでシミュレーションした固

有値分布と良く一致しており，所望の到来角度分布に応じたチャネル特性が得られている

ことが確認できた．

今回提案した二重電波反射箱は，簡易な構造で XPRと到来波分布の制御が可能となる

ものであり，従来の電波反射箱と比べて端末の伝送特性を多様性をもって評価できるため

有用性が高いといえる．なお，文献 [49]の方法を取り入れて，時間的に変動する環境を作

ることも可能である．
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第5章 MIMO用偏波合成型オムニアンテナ

の提案と電波反射箱によるチャネル特

性評価

5.1 まえがき

本章では，携帯電波基地局アンテナとして新しいMIMOアンテナを提案し，電波反射箱

を用いてMIMOチャネル特性の評価を行った結果について示す [62]．

近年の移動通信システムでは，通信容量の増加に対応するために，MIMOアンテナが広

く用いられている．移動通信システムの代表である携帯電話システムでは，基地局アンテ

ナとして，偏波共用アンテナを用いた 2ブランチのMIMOアンテナが実用化されている．

屋外の基地局アンテナとして多く用いられているセクタアンテナについては，国内では垂

直偏波と水平偏波の共用が主流であり，海外では±45◦偏波の共用が主流となっている．垂

直偏波・水平偏波共用の場合は，それぞれの偏波のアンテナ素子構成が異なるが，設計の

自由度が高い．一方，±45◦偏波共用の場合は，同一のアンテナ素子を使用できる利点があ

る [63]．そして，本章で対象にする屋外の郊外や屋内で用いられるオムニアンテナについ

ては，垂直偏波・水平偏波共用アンテナが実用化されている．しかし，±45◦偏波共用のオ

ムニアンテナについては，アンテナ素子構成が複雑化し，外径が大型化するため実用化例

は少ない．

垂直偏波・水平偏波共用オムニアンテナの実現例を以下に挙げる．屋外用基地局アンテ

ナとしては，矩形状の給電構造体の周りに 4つの垂直および水平ダイポールアンテナを配

置して合成する方式 [64]や，垂直偏波素子として無給電素子付きパッチアンテナ，水平偏

波素子として無給電ノッチ付板状アンテナをそれぞれ 2面合成する方式 [65]などがある．

最近の報告では，水平偏波素子にヘイローアンテナを用い，0.15波長のアンテナ径を実現

している [66], [67]．また，屋内天井配置用基地局アンテナとしては，円板状の反射板上に，

垂直偏波素子としてモノポールアンテナ，および水平偏波素子として 4つのダイポールア

ンテナを配置する方式 [68]や，垂直偏波素子として容量装荷型モノポール，および水平偏

波素子としてノッチアレイアンテナを組み合わせた方式 [69]がある．これらの垂直偏波・

水平偏波共用オムニアンテナにおいては，垂直偏波アンテナ素子と水平偏波のアンテナ素

子は素子構成が異なる．一般的に，垂直偏波のアンテナ素子に比べて水平偏波のアンテナ

素子の構成は複雑になり，また，垂直偏波のアンテナ素子径に比べて水平偏波のアンテナ

素子径は大きい．したがって，水平偏波素子の構成によって，オムニ指向性の偏差やアン
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テナ径が決まるといってよい．これらの垂直偏波・水平偏波共用オムニアンテナの欠点と

しては，垂直偏波素子と水平偏波素子が異なるため，それらの指向性を等しくするのが難

しく，利得差が大きい場合があることや，また，2種類のアンテナ素子を設計する必要が

あるため，開発期間を多く要するという問題がある．

本研究では，以上の問題を解決する新しい基地局用オムニアンテナのアンテナ素子を開

発する目的で，従来の垂直偏波・水平偏波共用のオムニアンテナに対して，異なるアプロー

チによるMIMO用オムニアンテナを提案する．すなわち，アンテナ素子単体で，垂直偏

波成分と水平偏波成分を互いに直交方向に放射し，その合成電界が無指向性となるアンテ

ナを提案する．そのアンテナと直交する指向性をもつ同形状のアンテナを組み合わせるこ

とによりMIMOアンテナとして動作させることを目指す．このアンテナ構成が実現できれ

ば，従来の多面合成アンテナよりもアンテナ径を小さくでき，また，2つのアンテナ間の

利得差を無くすことできる．まず，モーメント法によるシミュレーションで提案アンテナ

の放射特性の検討結果を示し，次に，試作アンテナの測定結果，および，電波反射箱を用

いたチャネル容量の測定結果を示してMIMOアンテナとしての有用性を評価する．

5.2 偏波合成によるオムニアンテナの提案

5.2.1 従来の垂直偏波・水平偏波共用アンテナ素子の例

図 5.1は従来の垂直偏波・水平偏波共用アンテナ素子の一例である．図は最も単純な線状

アンテナによる構造モデルを示しており，設計周波数 2045MHzの場合の主要なパラメー

タを図中に示している．垂直偏波素子として垂直の半波長ダイポールアンテナを中央に配

置し，水平偏波素子として 4つの水平の半波長ダイポールアンテナを円周状に配置し，同

相で合成したものとなっている．したがって，水平偏波素子は垂直偏波素子に比べて複雑な

構造となり，アンテナの外径は水平偏波素子の構造や配置に左右されていることがわかる．

以下，本章でのシミュレーションは，モーメント法のシミュレータである 4NEC2[70]を

用いる．シミュレーションでの設計周波数は 2045MHzとし，すべてのワイヤ構造の半径

は 0.5mmとする．また，シミュレーションでの 1波長あたりの分割数（セグメント数）は

20を目安としている．

図 5.2に従来の垂直偏波・水平偏波共用オムニアンテナの指向性を示す．水平面指向性

における偏差は，垂直偏波は (a)において 0 dBであるのに対して，水平偏波は (b)におい

て 2.3 dBと若干大きく，水平偏波で無指向性を形成するのが難しいことを示している．垂

直面指向性は，垂直偏波 (c)よりも，水平偏波 (d)の方がビーム幅が広くなっており，偏波

間で利得差を生じる原因となっている．
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図 5.1: 従来の垂直偏波・水平偏波共用オムニアンテナの例

図 5.2: 従来の垂直偏波・水平偏波共用オムニアンテナの指向性

5.2.2 偏波合成によるオムニアンテナの例

次に，従来構成に対して新しく提案する偏波合成によるオムニアンテナの例を示す．図

5.3は，ヘイローアンテナ [71], [72]と逆 Fアンテナ [73], [74]の構造を示す．ヘイローアン
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図 5.3: ヘイローアンテナと逆 Fアンテナのモデル

図 5.4: U形ダイポールアンテナのモデル

テナはフォールデッドダイポールを丸めた構造をしており，この例 (a)の場合は，xz面内

に平面的に構成されている．また，通常の逆 Fアンテナは接地板上に形成されるが，この

例 (b)の場合は，接地板を取り除いて鏡像を実体化した逆 Fアンテナである．また，図 5.4

は，U形ダイポールアンテナの構造を示す．いずれのアンテナもよく知られたアンテナで

あり，共通の構造としては，x軸方向である水平成分のエレメントを 1つと，z軸方向であ

る垂直成分のエレメントを 2つ持ち，アンテナの全長が約半波長である．そのため，いず

れのアンテナも同じような放射特性をもつ．

以下，最も構造の簡単なU形ダイポールで検討を行う．U形ダイポールは，半波長ダイ

ポールアンテナを U形に折り曲げたものであり，水平成分 Lhと垂直成分 Lv を持つ [75]．

図 5.5は，エレメント比が Lh/Lv = 4/3のときのU形ダイポールの指向性を示す．垂直面
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図 5.5: U形ダイポールアンテナの指向性（Lh/Lv = 4/3）

図 5.6: クロスU形ダイポールアンテナのモデル

（xz面内）においては，無指向性に近い指向性が得られている．これは，水平成分Lhによ

る±z方向に最大放射方向を持つ 8の字指向性に加えて，垂直成分 Lvによる±x方向の放

射が生じた結果である．ヘイローアンテナの場合は，円形に折り曲げられていることから

xz面内においてさらに偏差の少ない無指向性が得られ，文献 [66], [67]においては，この

xz面の無指向性を利用して水平偏波素子として採用している．これに対して，水平面（xy

面）においては，水平成分Lhによって±y方向に放射する水平偏波の 8の字指向性と，垂

直成分Lvによって±x方向に放射する垂直偏波の 8の字指向性が生じている．そして，そ

れらの合成電界（1点鎖線）は無指向性に近いものとなっている．もし，垂直偏波成分と

水平偏波成分が等量となれば，その合成電界は無指向性となり，オムニエリアを構築でき

る．本論文では，xy面内の指向性を水平面指向性として積極的に利用する．
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MIMOアンテナとして構成するために，図 5.6のように，U形ダイポールをクロスダイ

ポールの要領で，直交的に組み合わせる．これにより，指向性も互いに直交することにな

る．これら 2つの指向性の相関が 0であれば，MIMO用オムニアンテナとして利用できる．

なお，前述したヘイローアンテナや逆Fアンテナについてもクロス化が可能である．シミュ

レーションでは，アンテナ 1とアンテナ 2の交差点において，互いに電気的接続はしてお

らず，また，交差点と同じ座標にそれぞれの給電点があるが，一方のアンテナに給電した

とき，他方のアンテナには給電されない．

5.2.3 無給電素子付きU形ダイポールアンテナの提案と設計

まず，U形ダイポールの水平エレメント Lhと垂直エレメント Lvの比に対する水平面に

おける水平偏波成分と垂直偏波成分の関係について調べる．図 5.7は，全長が 68mmのU

形ダイポールの水平エレメントと垂直エレメントの比Lh/Lvを変えたときの水平偏波成分

図 5.7: Lh/Lv に対する水平偏波成分と垂直偏波成分の変化

図 5.8: Lh/Lv に対する入力インピーダンスの変化
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の放射電界の大きさEφmax（±y方向）と垂直偏波成分の放射電界の大きさEθmax（±x方

向）を示す．また，図 5.8は Lh/Lv を変えたときの入力インピーダンスの変化を示す．図

5.7からわかるように，垂直エレメントの長さの比率が大きくなるほど水平偏波成分と垂直

偏波成分の差が縮まっていき，エレメント比が 1/8の場合にほぼ等量となる．各偏波成分

を完全に等量とするには，垂直エレメントのみをさらに伸ばし，U形ダイポールの全長を

半波長以上にする必要がある．また，図 5.8の入力インピーダンスは，垂直エレメントの

比率が高まるほど抵抗分は低くなっている．そのため，水平偏波成分と垂直偏波成分がほ

ぼ等量になるエレメント比 1/8のときには，50Ωでのインピーダンス整合が困難となる．

前述したヘイローアンテナや逆 Fアンテナはインピーダンス整合が可能であるが，半波長

ダイポールに比べて狭帯域となる．本論文では，解決策として，U形ダイポールに無給電

素子を付加することで，インピーダンスの調整および帯域の維持と，水平面における各偏

波の放射量が等量になるよう改良を行う．

図 5.9に今回提案する無給電素子を付加したクロスU形ダイポールを示す．U形ダイポー

ルにおいて，入力インピーダンスの抵抗分がまだ高い値であったエレメント比の領域内で

ある Lh/Lv = 30mm/19mm（6/2と 4/3の間）とし，各アンテナの両側に，垂直エレメ

ントとの間隔 ds = 4mm をおいて，長さ Lpの無給電素子を付加する．また，垂直エレメ

ントと無給電素子のそれぞれの中心の z座標は同じとする．エレメント比 Lh/Lv = 30/19

においては，図 5.7において偏波間の差が 8 dB程度あるが，無給電素子長 Lpを長くする

ことにより垂直偏波の波源長の比率を高めて偏波間の差を縮める．

図 5.10は，無給電素子の長さに対する水平面内における水平偏波成分と垂直偏波成分を

図 5.9: 無給電素子を付加したクロスU形ダイポール
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図 5.10: 無給電素子の長さに対する水平偏波成分と垂直偏波成分の変化

図 5.11: 無給電素子の長さに対する入力インピーダンスの変化

示している．無給電素子の長さを長くするにしたがって，水平偏波成分と垂直偏波成分と

の差が縮まっていき，Lp = 53mm のときに偏差が 0となる．図 5.11は，無給電素子の長

さに対する入力インピーダンスの変化を示している．Lp = 53mm のときに 50Ωでほぼ整

合がとれている．

無給電素子長Lp = 53mm のときの指向性を図 5.12に示す．図は，アンテナ 1（xz面内

に構成されたアンテナ）に給電したときの指向性であり，アンテナ 2（yz面内）に給電し

たときは z軸に関して 90◦回転させた指向性となる．水平面において，合成指向性は偏差

0 dBの無指向性となっていることがわかる．また，垂直面においても，ほぼ無指向性（xz

面：偏差 1.4 dB，yz面：偏差 0 dB）となっている．したがって，全方向の指向性のため，

アンテナ利得は約 0 dBiである．また，シミュレーション上では，一方のアンテナに給電

したとき他方のアンテナに流れる電流は無視できるほど小さく，アンテナ間の結合は十分

低い結果となった．

決定された構造パラメータにより，アンテナの外径は約 40mm（0.27波長）となり，従
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図 5.12: 無給電素子付きクロスU形ダイポールの指向性

来アンテナの例で示した 4素子合成アンテナの外径 88mmの半分以下となる．

5.2.4 相関係数

次に，指向性におけるアンテナ間の相関係数を調べる．シミュレーションにおいて 3次

元指向性を求めることができるため，相関係数の理論式 [76]を用いて計算を行う．

ρe =

∣∣∣∣ ∫ 2π

0

∫ π

0

(
F1θ(θ, φ)F

∗
2θ(θ, φ) + F1φ(θ, φ)F

∗
2φ(θ, φ)

)
sin θdθdφ

∣∣∣∣2/{∫ 2π

0

∫ π

0

(
F1θ(θ, φ)F

∗
1θ(θ, φ) + F1φ(θ, φ)F

∗
1φ(θ, φ) sin θdθdφ

)
·
∫ 2π

0

∫ π

0

(
F2θ(θ, φ)F

∗
2θ(θ, φ) + F2φ(θ, φ)F

∗
2φ(θ, φ) sin θdθdφ

)}
(5.1)

ここで，F
(∗)
i (θ, φ)は各アンテナ（i = 1, 2）の複素指向性を表しており，また，∗は複素

共役を示す．計算では，3次元指向性のデータは θ, φともに 1◦ステップのデータを用い，積

分については離散化して計算した．無給電素子付きU形ダイポールの計算の結果，ρe = 0.0

となり，相関が 0となることを確認した．
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5.3 偏波合成オムニアンテナの実験による特性評価

前節で決定された構造パラメータをもとに，実際にアンテナを試作し，その特性を評価

する．設計周波数は，シミュレーションと同様に 2045MHzである．

5.3.1 試作アンテナの特性

図 5.13に試作アンテナの構造を示す．PTFE基板（比誘電率 2.6，厚み 0.8mm）の両面

の銅箔パターンによって，バラン組込みプリントダイポール [77], [78]を構成している．ま

た，2枚の基板を組み合わせることでクロス化を実現している．（b）に示すアンテナの構造

パラメータは，前節のシミュレーションで得られた構造パラメータをもとに調整を繰り返

して最適化を行ったものである．帯域の確保のためにエレメントの幅を広げており，アン

テナ外径は 55mmとシミュレーションの構造と比べて約 15mm大きくなっている．給電

線路は特性インピーダンス 50Ω，幅 2.1mmのマイクロストリップ線路であり，その先端

はオープンスタブとなっている．クロス化する際には，アンテナ 1とアンテナ 2の給電点

が干渉しないように，給電点におけるお互いのストリップ線路の高さを 4mm程度ずらし

ている．

図 5.14に試作アンテナの Sパラメータ特性を示す．アンテナ 1およびアンテナ 2のリ

ターンロス（S11および S22）は，2GHz帯において−10 dB以下が得られている．また，

アイソレーション（S21）は 30 dB以上が得られており，アンテナ間結合は十分低いことが

確認された．

図 5.15に，周波数 2045MHzにおける試作アンテナの指向性を示す．アンテナ 1とアン

テナ 2の指向性は，互いに z軸に対して 90◦回転させた指向性であり，両者は同一の指向

性となっている．水平面指向性は，垂直偏波成分と水平偏波成分がほぼ等量となっており，

合成指向性の偏差はアンテナ 1で 1.3 dB，アンテナ 2で 1.4 dBであり，偏差の小さい無指

向性が得られている．水平面での利得は約 0 dBiであり，シミュレーションと同等の利得

である．垂直面指向性については，アンテナ 1の xz面とアンテナ 2の yz面でヌル点が現

れているが，これはシミュレーションには存在していなかったアンテナ中央部の給電バラ

ンの影響である．
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（a）試作アンテナの外観

（b）試作アンテナの構造パラメータ

図 5.13: 試作アンテナの構造
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図 5.14: 試作アンテナの Sパラメータ特性

図 5.15: 試作アンテナの指向性（2045MHz）
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5.3.2 電波反射箱によるMIMOチャネル容量の測定

提案アンテナの性能評価のために，マルチパス環境を実現する電波反射箱を用いて 2 ×
2MIMO通信時のチャネル容量の測定を行った．使用する電波反射箱は，アルミニウム製

フレームにアルミニウムのシートがコーティングされた板を取り付けた構造であり，4m ×
2m × 2mの直方体である．この反射箱内での伝搬環境は，2GHz帯において 3次元一様の

到来波分布をもつレイリーフェージング環境であり，交差偏波電力比（XPR）が約 2.2 dB

であることが確かめられている（第 3章の表 3.2）[28]．図 5.16に測定の概略配置図を示す．

送信アンテナ（Tx1, Tx2）は 2本の垂直ダイポールを間隔 225mm（約 1.5波長間隔）で

配置した．受信アンテナは比較のため以下の 3つのアンテナとした．

1. 基準アンテナとして，アンテナRx1，アンテナRx2ともに垂直ダイポール（VV：1.5

波長間隔）．

2. 偏波共用アンテナとして，アンテナRx1が垂直ダイポール，アンテナRx2が水平ダ

イポール（VH：1.5波長間隔）．

3. 提案アンテナ．

送信アンテナと比較のための受信アンテナ（2本の垂直ダイポール（VV）および垂直ダイ

ポールと水平ダイポール（VH））のアンテナ間隔が 1.5波長離れていることにより，アン

テナ間の相互結合は十分低く，また，3次元一様の到来分布の環境では空間相関は十分低

い．そのため，アンテナは互いに無相関であるとみなすことができる．そして，受信アン

テナVVの場合は送信アンテナと偏波が同じであるためすべてのパスが同一の振幅分布と

なり，i.i.d.(independent identically distributed)チャネルとみなすことができる．受信ア

ンテナVHの場合は，偏波共用アンテナの代表であり，提案アンテナとの直接の比較対象

図 5.16: 電波反射箱でのチャネル容量測定配置図
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となる．水平偏波ダイポールの無指向性の面が垂直ダイポールと異なるが，3次元一様の

環境では指向性の向きは無関係となる．また，すべてのアンテナの高さは 1mとしている．

測定は，ベクトルネットワークアナライザ（VNA）で行い，周波数 1885 ∼ 2205MHzの

320MHzの帯域幅を，200 kHz間隔（1601ポイント）で，また，空間の一定方向±250mm

を 5mm間隔（101ポイント）で移動しながらデータを取得した．次に，得られたチャネル

行列データからチャネル容量を求めるが，測定周波数 1885 ∼ 2205MHzを帯域幅 20MHz

の 16のサブバンドに分け，各サブバンドの平均チャネル容量を求めた．すなわち，各サブ

バンドにおいて，周波数領域 100ポイントと空間領域 101ポイント（計 10,100ポイント）

の測定データを用いた．チャネル容量の計算には次式を使用した [79]．

C = log2

∣∣∣I +
γ0
2
AAH

∣∣∣ (bit/s/Hz) (5.2)

ただし，I は単位行列，Aはチャネル行列，上添え字Hは複素共役転置を意味し，γ0は

単一アンテナ対向（SISO）での平均 SN比である．ここでは γ0を 10 dBとしている．

図 5.17に測定した平均チャネル容量を示す．ここでは，基準アンテナである 2本の垂直

ダイポール（VV）の測定チャネルを i.i.d.とみなし，計算に用いるチャネル行列は全周波

数・全空間領域の測定データの平均電力を基準に正規化している [80]．

AV V = NV V AV V (5.3)

NV V =
2√∑2

r=1

∑2
t=1 〈|art|2〉

(5.4)

ここで，AV V は正規化行列，AV V は測定行列，artは測定行列の要素，そして，NV V は正

規化係数を示す．他の受信アンテナのデータも，VVの場合の正規化係数NV V を用いて正

規化している．測定されたチャネル容量は，2本の垂直ダイポール（VV）の場合に比べて，

垂直ダイポールと水平ダイポール（VH）の場合と提案アンテナの場合が同等程度に低下し

図 5.17: チャネル容量
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ているが，これは反射箱内が XPR= 2.2 dBの環境であるため，水平偏波の受信レベルが

低下していることに起因している．そして，垂直ダイポールと水平ダイポール（VH）と提

案アンテナのチャネル容量は同等であることから，提案アンテナは従来の偏波共用MIMO

アンテナと同等の性能を持つことが確認された．

5.4 むすび

携帯電話基地局用オムニアンテナのアンテナ素子の開発を目的として，従来の垂直偏波・

水平偏波共用のオムニアンテナとは異なる方式である偏波合成型のオムニアンテナを提案

した．その一例として，無給電素子付きクロスU形ダイポールについて，モーメント法に

よるシミュレーションにより放射特性を検討した．無給電素子を付加することで，入力イ

ンピーダンスの調整が可能となり，また，水平面において合成電界を無指向性とすること

ができた．また，指向性の相関係数を計算し，相関が 0となることを確認した．

また，シミュレーションで決定された構造パラメータをもとにアンテナを試作し，その

特性を測定した．その結果，シミュレーションと同様に，アンテナ間の結合は十分小さく，

かつ，偏差の小さい無指向性が得られた．

さらに，提案アンテナの性能評価のために，電波反射箱を用いて 2× 2MIMO通信時の

チャネル容量の測定を行った．その結果，提案アンテナは，従来の垂直偏波・水平偏波共

用アンテナと同等の性能を有していることが確認された．

本提案アンテナは，2つのアンテナ素子の構造が同一でかつ利得が同一であるという利点

をもち，従来の多面合成アンテナよりも細径化が可能なMIMOアンテナであるといえる．

今回は，アンテナ 1素子の検討を行ったが，屋内用アンテナとして，円形反射板を付加

した場合 [81], [82]や，屋外用アンテナとして，垂直方向にアレーして高利得化した場合に

ついて検討を行う予定である．
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第6章 携帯電話基地局アンテナの電波反射箱

による放射効率の測定

6.1 まえがき

本章では，屋外用の比較的大きな携帯電話基地局アンテナの放射効率を電波反射箱を用

いて測定する方法について検討する．

小型アンテナや携帯端末の放射効率を測定する様々な方法が提案されている [83], [84]．

それらを挙げると，Wheeler cap法 [85], [86]，Qファクタ法，ランダムフィールド法 [87]，

3次元近傍界測定法 [88]，そして，電波反射箱を用いる方法 [89]などがある．このうち，比

較的大きなアンテナにも使用できる方法は，3次元近傍界測定法，および電波反射箱を用

いる方法である．3次元近傍界測定法については，大掛かりな装置が必要であり，高価で

ある．その中には，携帯電話基地局アンテナの測定が可能な市販品も存在する [90]．一方，

電波反射箱を用いる方法は比較的安価に構築できる．しかし，ホーンアンテナ程度の大き

さの測定例はあるが [91]–[93]，携帯電話基地局アンテナのような多素子のアレーアンテナ

を測定した例はない．携帯電話基地局アンテナの特徴としては，垂直方向に多数アレーし

たアンテナであり，縦長の形状をしていること，また，垂直面の指向性が鋭いこと，そし

て，アンテナ内部に給電回路，移相器，フィルタなどを含んでいることが挙げられる．

本章では，携帯電話基地局用の多周波共用偏波共用アンテナを測定対象とし，その放射

効率の測定結果を示す [94]．さらに，測定精度を向上させるための簡易的な一方法につい

て検討する [95]．

6.2 測定対象アンテナ

まず，一般的な基地局アンテナについて説明する．図 6.1に基地局用セクタアンテナの

外観イメージを示す．また，図 6.2にアンテナの内部の系統図を示す． 屋外に設置される

基地局用セクタアンテナは，図に示すように縦長の形状をしており，鋼管柱などに取り付

けられることが多い．アンテナ内部系統図において，それぞれのアンテナ素子は垂直方向

にアレーされている．いくつかのアンテナ素子をまとめてサブアレーが構成され，それら

は分配回路に接続されている．さらに，サブアレーはケーブルを介して移相器に接続され

ており，この移相器によって垂直面のビームチルトが可能となっている．また，それぞれ

の周波数帯を分離するためのフィルタも内蔵されている．そして，入出力ポートが設けら

れている．
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図 6.1: 基地局用セクタアンテナ外観イメージ

図 6.2: 基地局アンテナの内部系統図

表 6.1に今回測定する基地局アンテナの仕様を示す．800MHz帯，1.5GHz帯，2GHz帯

の 3周波共用で，かつ，垂直偏波，水平偏波の偏波共用アンテナである．これら 6系統の

アンテナが直径 200mm，長さ 2.6mの円筒状のレドームに収められている．すなわち，図

6.2で示した内部構造が 6系統含まれている．アンテナ内部において，アンテナ素子の背面

には反射板が後置されており，指向性は前方に放射される．そのため，セクタ形状のエリ
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表 6.1: 基地局アンテナの主な仕様

Frequency range 800MHz band

1.5GHz band

2GHz band

VSWR ≤ 1.5

Polarization V/H

Gain 16 dBi at 800MHz band

17 dBi at 1.5GHz band

18 dBi at 2GHz band

Beam width in horizontal plane 90◦ at 800MHz band

50◦ at 1.5GHz band

45◦ at 2GHz band

Beam width in vertical plane 7.5◦ at 800MHz band

6◦ at 1.5GHz band

5◦ at 2GHz band

Dimensions φ200× 2600 mm

表 6.2: 基地局アンテナの見積損失

Frequency Estimated loss

860MHz 1.52 dB

1480MHz 2.48 dB

2045MHz 3.10 dB

アに合わせて水平面内のビーム幅が設定される．また，垂直面のビーム幅については多数

のアンテナ素子がアレーされているため非常に狭くなっている．

前述したように，アンテナ内部には分配回路，ケーブル，移相器，そしてフィルタが含

まれている．これらは受動回路であり，RFが通過する際の損失が存在する．したがって，

アンテナ全体から見れば，これらの受動回路の損失が基地局アンテナの放射効率を決定す

る支配的な要素となる．表 6.2に，各周波数における基地局アンテナの見積損失を示す．周

波数が高くなるにつれて損失は大きくなり，2GHz帯では 3 dBを超える損失となり，アン

テナの放射効率は 50%を下回ることになる．
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6.3 測定方法

図 6.3，および図 6.4に，測定系統図，および電波反射箱の内部写真を示す．また，表 6.3

に測定条件を示す．電波反射箱は，4m × 2m × 2mの大きさであり，今回測定する基地局

アンテナ（長さ 2.6m，外径 φ200mm）を内部に収めることができる．送信アンテナ（Tx）

として半波長ダイポールアンテナを用い，各直交 3偏波（x方向，y方向，z方向）におい

て，スライドレールで x方向に 0∼1500mm，15mmステップ（101ポイント）で移動させ

る．受信アンテナは，基準アンテナ（Ref）として送信アンテナと同じ半波長ダイポールを

用いて y方向の偏波とし，基地局アンテナ（AUT）は天頂方向を送信アンテナに向けて配

置し，直接波を受信しにくい状態にしている．また，すべてのアンテナは，高さ z = 1m

に配置している．測定はベクトルネットワークアナライザで行い，各周波数帯において周

波数範囲で 1,601ポイント，空間領域で 101ポイントの合計 16,1701ポイントのデータを

図 6.3: 測定系統図（上面図）

図 6.4: 電波反射箱内部写真
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表 6.3: 測定条件

Frequency range 800–900MHz

1400–1550MHz

1930–2160MHz

Data points in the frequency domain 1601 points

Polarization of transmitting antenna x, y, z direction

Receiver range (data points) 0–1500mm (101 points)

得る．

電波反射箱内には，基準アンテナであるダイポールアンテナと被測定アンテナである基

地局アンテナがともに配置されており，基準ダイポールアンテナの測定時には，基地局ア

ンテナの全 6ポートに 50Ωで終端し，基地局アンテナの測定時には，基準ダイポールアン

テナのポート，および基地局アンテナの残りのポートを終端する．

〈Pref 〉を基準ダイポールアンテナの平均受信電力，〈PAUT 〉を基地局アンテナの平均受信
電力としたとき，基地局アンテナの放射効率 eradを次式で求める．

erad = ηref
〈PAUT 〉
〈Pref 〉

(6.1)

ここで，ηref は基準ダイポールアンテナの放射効率を表しており，今回は 1とみなしてい

る．すなわち，基地局アンテナの平均受信電力と基準ダイポールアンテナの平均受信電力

を比較することによって基準アンテナの放射効率を求める．

6.4 測定結果

6.4.1 受信レベルの累積確率分布と測定精度の指標

まず，図 6.5に，送信ダイポールの各偏波（x, y, z偏波）における，基準ダイポールア

ンテナの受信レベルの累積確率分布を示す．図には，測定値から求めた中央値と同じ中央

値をもつレイリー分布の計算値も併せて示している．また，図中には中央値の数値も示し

ている．測定値は，周波数帯や偏波の方向に関係なくレイリー分布となっていることがわ

かる．また，図 6.6，および図 6.7に送信ダイポールの各偏波における，基地局アンテナの

垂直偏波および水平偏波の受信レベルの累積確率分布を示す．こちらも同様に，周波数帯

や偏波の方向に関係なくレイリー分布が得られている．

ここで，測定精度の簡易的な指標として，DDD（Deviation of Receiving Level Dependent

on Antenna Direction）値を導入する [87]．DDD値は，直交 3偏波（ここでは，x, y, z偏

波）を送信した場合の各偏波間での受信電力中央値の偏差（最大値と最小値の差）であり，

この偏差が小さいほど反射箱内の電界分布はランダム性が高いと判断できる．表 6.4に，各

周波数帯における基準ダイポールアンテナおよび基地局アンテナのDDD値を示す．
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（a）800MHz帯

（b）1.5GHz帯

（c）2GHz帯

図 6.5: 基準ダイポールアンテナの受信レベルの累積確率分布

表 6.4: 送信偏波間の受信電力中央値の偏差（DDD値）

freq. band Ref [dB] AUT V-pol. [dB] AUT H-pol. [dB]

800MHz 3.37 1.71 1.55

1.5GHz 2.20 0.67 0.86

2GHz 1.43 0.71 1.39
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（a）800MHz帯

（b）1.5GHz帯

（c）2GHz帯

図 6.6: 基地局アンテナの受信レベルの累積確率分布（垂直偏波）

周波数が低いほどDDD値は大きくなる傾向が見てとれる．800MHz帯における基準ダ

イポールアンテナのDDD値は 3 dBを超えており，測定値の精度に問題を生じている可能

性がある．基地局アンテナのDDD値は基準ダイポールアンテナのDDD値よりも小さい．

これは，基準ダイポールアンテナの指向性が無指向性に近く，送信アンテナからの直接波

を受けやすいのに対して，基地局アンテナの指向性は鋭く，そのビーム方向が送信アンテ

ナの方向を向いていないことから，送信アンテナからの直接波を受けにくいことに起因し

ていると考えられる．
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（a）800MHz帯

（b）1.5GHz帯

（c）2GHz帯

図 6.7: 基地局アンテナの受信レベルの累積確率分布（水平偏波）

6.4.2 放射効率の算出

次に得られた測定データから基地局アンテナの放射効率の算出を行う．ここでは，一例

として，2GHz帯，垂直偏波の場合について，放射効率の算出過程を示す．各周波数帯に

おいて，直交 3偏波送信時の周波数領域データ 1,601ポイントと空間領域データ 101ポイ

ントが得られているが，これらのデータを平均して用いる．具体的には，送信 3偏波，空

間データ 101ポイント，そして，20MHz帯域幅の周波数データ 140ポイント，合計 42,420

ポイントのデータで平均する．図 6.8の下段は，基準ダイポールアンテナおよび基地局アン
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図 6.8: 基地局アンテナの 2GHz帯，垂直偏波の放射効率の算出

テナの平均受信レベルの算出結果である．この平均受信レベルの周波数特性は細かな変動

（リップル）が見られる．これは，周波数データの平均化の帯域幅を広くすることによって

改善されるが，観察できる周波数幅が小さくなるため，140ポイントにとどめておく．図

6.8の上段は，基地局アンテナの放射効率を表す．これは，式 (6.1)にしたがい，基準ダイ

ポールアンテナと基地局アンテナの平均受信レベルの差から求めることができる．

他の周波数帯や水平偏波の場合も同様の手順で放射効率の算出を行った．図 6.9に，全

6系統における放射効率の算出結果を示す．図には，表 6.2に示した見積損失も黒点で示し

ている．周波数が低いほど，測定値に大きな変動が見られ，測定精度が悪化しているのが

わかる．特に 800MHz帯では，数 dBの変動があり，測定結果は信頼性に欠けているとい

わざるを得ない．しかしながら，測定値はアンテナ内部の見積損失から大きくかけ離れて

はおらず，また，周波数特性はおおよその傾向を表している．特に，1.5GHz帯において

は，周波数帯域の両端で効率が急速に低下しているが，これはバンドパスフィルタの特性

が現れていることが確認できる．
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（a）垂直偏波

（b）水平偏波

図 6.9: 基地局アンテナの放射効率の測定結果
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6.5 測定精度の改善検討

前節での測定結果では，特に低い周波数での測定精度が悪化していた．そこで，測定精

度を改善する方法を検討する．

図 6.10に改善後の測定系統図，および図 6.11に電波反射箱内部の写真を示す． 今回の

変更点は，送信ダイポールの前面 130mmの距離に，横 340mm ×縦 1,220mmの反射板を

設置し，それらの位置関係を保ったままスライドレール上を移動させる．すなわち，送信

側のアンテナは反射板付ダイポールとなる．また，スライドレールは，x軸に対して 20◦回

転させて設置する．ここで新たな座標系として，z軸に関して 20◦回転させた座標系 (u, v,

w)を定義する．反射板の付加により，送信アンテナから受信アンテナへの直接波の影響が

低減すると期待できる．また，電気的に大きいサイズの反射板が移動することになり，プ

図 6.10: 改善後の測定系統図（上面図）

図 6.11: 電波反射箱内部写真（改善後）
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ロペラ式の攪拌機と同じような効果が期待できる．さらに，スライドレールを傾けて，ア

ンテナの移動方向が反射箱の壁と平行になるのを防ぐことにより，反射箱内部の電磁界分

布の変動がより高まると期待できる．受信アンテナ側は，前回と同様，基準アンテナとし

て y方向偏波の半波長ダイポールとし，基地局アンテナも同じ位置に設置する．また，測

定ポイント数や放射効率の算出方法も前回と同様とする．

6.6 改善後の測定結果

前回と同様に，送信ダイポールの各偏波（ここでは，u, v, w方向）における，基準アン

テナの受信レベルの累積確率分布を求めた．図示はしていないが，基準ダイポールアンテ

ナおよび基地局アンテナについて，受信レベルはレイリー分布となっていることが確認さ

れた．ここでは，表 6.5に，各偏波における受信レベルの累積確率分布の中央値を示す．今

回の測定では，反射箱内で電力損失を引き起こすような変更を行っていないため，中央値

の値は前回の測定値と同程度になっている．

表 6.6にDDD値を示す．いずれの周波数帯においても，今回の測定系の方が偏差が小さ

くなっており，内部の電界分布はランダム性が高まったといえる．周波数が低くなるにつ

れて DDD値が大きくなる傾向，および基準ダイポールアンテナの DDD値が基地局アン

テナのDDD値よりも大きい傾向は，前回と同じ傾向である．

表 6.5: 受信電力中央値（改善後）[dB]

基準ダイポールアンテナ

freq. band u-pol. v-pol. w-pol.

800MHz −21.31 −19.83 −22.47

1.5GHz −25.81 −24.73 −26.43

2GHz −28.55 −27.98 −29.00

基地局アンテナ（垂直偏波）

freq. band u-pol. v-pol. w-pol.

800MHz −23.60 −23.00 −23.69

1.5GHz −29.14 −28.61 −29.08

2GHz −31.50 −31.04 −31.12

基地局アンテナ（水平偏波）

freq. band u-pol. v-pol. w-pol.

800MHz −24.20 −24.58 −24.44

1.5GHz −28.27 −28.85 −28.29

2GHz −30.95 −31.28 −31.14
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表 6.6: 送信偏波間の受信電力中央値の偏差（DDD値）（改善後）

freq. band Ref [dB] AUT V-pol. [dB] AUT H-pol. [dB]

800MHz 2.64 0.69 0.38

1.5GHz 1.70 0.53 0.56

2GHz 1.02 0.38 0.33

図 6.12に，それぞれの周波数帯における放射効率の測定結果を示す．今回の測定系での

結果の方が周波数に対する変動が小さくなっており，測定精度が向上したといえる．特に，

800MHz帯，垂直偏波の場合の改善は著しいが，800MHz帯，水平偏波の場合の変動はあ

まり改善が見られない．現時点では，この違いについての原因はつかめてないが，測定サ

ンプル点を増加させたり，各測定サンプルの相関性を低くする工夫によって測定精度は向

上できると考えられる．

6.7 むすび

本章では，屋外用の比較的大きな携帯電話基地局アンテナの放射効率を電波反射箱を用

いて測定する方法について検討した．

測定対象とするアンテナは，3周波共用偏波共用のセクタアンテナであり，円筒形状をし

たアンテナである．アンテナ内部には移相器をはじめとする受動回路が含まれており，こ

れらの見積損失を放射効率の主要な低下分とみなした．測定精度の指標として，DDD値を

導入し，各周波数での送信偏波による受信レベルの偏差（DDD値）を求めた．

当初の測定では，受信レベルの累積確率分布はレイリー分布となっており，反射箱内は

ほぼ一様な電界分布であることが確認できたが，DDD値については，特に周波数が低い

場合には偏差が大きく，十分なランダム性が確保できていないことがわかった．その結果，

放射効率の測定値の周波数特性には大きな変動が見られた．

次に，測定精度の改善の検討を行った．改善点として，送信アンテナの前方に波長に対

して大きな反射板を付加し，また，スライドレールのよる移動方向を壁と平行とならない

ように傾けて設置した．その結果，DDD値は前回に比べて小さくなり，測定精度が向上し

たことが確認された．放射効率の測定結果についても，周波数に対する変動が小さくなっ

ていることが確認された．しかし，特に 800MHz帯，水平偏波の場合の変動はあまり改善

が見られず，測定精度もまだ改善の余地がある．これは，DDD値，すなわち，偏波特性の

ランダム性をさらに高めることで測定精度が改善されると予想される．今後，さらなるラ

ンダム性の向上を目指して攪拌方法を見直す必要があると考える．反射箱内の電界の均一

性の評価 [96]や測定サンプル値の独立性の確認 [97]を検討する予定である．
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（a）垂直偏波

（b）水平偏波

図 6.12: 基地局アンテナの放射効率の測定結果（改善後）
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第7章 結論

本研究では，携帯電話システムに使用される端末アンテナおよび基地局アンテナを測定

対象とし，LTE以降で使用される特にMIMOアンテナの特性評価方法に主眼を置いた．そ

の測定装置として，構造が簡易で，かつ安価に構築できる電波反射箱に着目した．携帯端

末や基地局アンテナの特性評価を簡易に行うことを目的とし，電波反射箱を利用した各種

評価方法を確立することを目指して研究を進めた．

第 2章では，本研究を通じて移動通信用アンテナの測定装置として使用する電波反射箱

について，一般的な電波反射箱の概要と基本的な理論について紹介した．

まず，一般的な電波反射箱の概要を示した．ここでは，規格 IEC61000-4-21に示されて

いる代表的な反射箱をもとに，電波反射箱の一般的な構造を示し，内部の電磁界が統計的

に均一である必要性を説明し，そして，電磁界を攪拌する方法について示した．

次に，電波反射箱の基本的な理論について紹介した．ここでは，キャビティモードにつ

いての理論を説明し，電波反射箱内がマルチモードとなることが必要であることを示した．

また，理想的な電波反射箱内の電界分布はレイリー分布となることを示した．そして，Q

ファクタについての理論を説明し，反射箱での遅延は指数関数的な遅延プロファイルとな

ること，電波反射箱のQは，壁，吸収体，開口，および受信アンテナの 4つのパラメータ

により決定されることを示した．

さらに，電波反射箱を用いたアンテナ測定法の概略を示し，最後に，市販されている電

波反射箱について紹介した．

第 3章では，実際に構築した 4m × 2m × 2mのサイズの電波反射箱について基本的特

性の測定結果を示した．この反射箱は，本研究を通じて共通に使用されたものであり，以

降の章での研究内容において基礎となるデータを与えるものである．

まず，構築した電波反射箱の構造と測定法について示した．この反射箱は，安価で簡易

に構築できることを重視し，規格品のアルミパネルを使用して組立を行った．また，電磁

界の攪拌は，市販のスライドレールを利用したアンテナの移動による方法と周波数の攪拌

を併用した．

次に，電波反射箱の基本特性の周波数特性を 800MHz帯から 5GHz帯にわたって明ら

かにした．基本的特性として，振幅データ，遅延データ，空間相関，およびXPRを測定し

た．振幅データからは，どの周波数帯においても正確なレイリー分布が得られていること

が確認された．遅延データからは，指数関数的な遅延プロファイル特性となっていること
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が確認され，床面に置いた電波吸収シートの枚数を変えることによって，遅延スプレッド

を容易に変化できることを示した．空間相関データからは，到来波分布が 3次元一様であ

ることが確認された．XPRデータからは，周波数が高い場合には主偏波と交差偏波はほぼ

同等であるが，周波数が低い場合や電波吸収シートの枚数が増えると主偏波が支配的にな

ることがわかった．また，統計的に一様な測定可能領域を確認するために，複数の位置で

各測定を行った結果，少なくとも 1m × 1mの範囲では，特性は同等であり，統計的に一

様であることが確認された．

第 4章では，携帯端末の評価を目的とした電波反射箱型MIMO-OTA測定システムにつ

いて，電波反射箱内の伝搬環境パラメータの制御の可能性について検討した．ここでは，従

来の電波反射箱では困難であった XPRと到来波分布の制御が可能な二重電波反射箱を提

案した．

本章の前半では，まず，MIMO-OTAが具備すべき機能についてまとめ，電波反射箱で

実現できる機能と実現が困難である機能について整理した．それをもとに，従来実現が困

難であったパラメータの一つである XPRの制御を目的に，二重電波反射箱において，内

部反射箱の側面板の開口の中央に仕切りを設ける方法を提案した．その側面板の設計方法

を示し，また，製作した側面板の電波の通過量を測定して側面板の動作を確認した．そし

て，二重電波反射箱内の伝搬環境を測定し，その統計的性質を調べた．また，外部反射箱

の床面に，電波吸収シートを置き，その枚数を変えて遅延スプレッドへの影響についても

調べた．測定の結果，XPRは 0 ∼ −10 dBまで変化させることができた．また，遅延プロ

ファイルは指数関数型となり，遅延スプレッドは 0.1 ∼ 0.3µs程度まで変化させることが

できた．また，空間相関特性から，水平面周囲一様の到来波分布となっていることが推定

できた．

本章の後半では，前半で示した側面板の構造を改良し，XPRの制御に加えて，到来波分

布の制御を目指した．その側面板の設計方法を示し，製作した側面板の電波の通過量を測

定して側面板の動作を確認した．まず，XPRの制御実験では，開口の中央にある反射素子

の向きや長さを変えることで，XPRを最大で−11 ∼ +11dBまで変えることができた．次

に，側面板の電波通過範囲を変えて受信側の空間相関を測定した．その結果，通過角度範

囲に応じた到来波分布が得られていることを確認した．到来波分布は，通過角度範囲が広

い場合には，一様分布とみなすことができ，また，通過角度範囲が狭い場合には，ラプラ

ス分布とみなすことができることがわかった．さらに，4× 4 MIMOアンテナアレーを用

いて，固有値分布を測定した．測定値は，クロネッカーモデルでシミュレーションした固

有値分布と良く一致しており，所望の到来角度分布に応じたチャネル特性が得られている

ことが確認できた．

今回提案した二重電波反射箱は，簡易な構造でXPRと到来波分布の制御が可能となり，

従来の電波反射箱と比べて端末の伝送特性を多様性をもって評価できるため有用性が高い

といえる．今後の課題としては，使用周波数範囲の確認や，実際の端末での評価などを検
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討したい．

第 5章では，携帯電波基地局アンテナとして新しいMIMOアンテナを提案し，電波反射

箱を用いてMIMOチャネル特性の評価を行った．

まず，携帯電話基地局用オムニアンテナのアンテナ素子の開発を目的として，従来の垂

直偏波・水平偏波共用のオムニアンテナとは異なる方式である偏波合成型のオムニアンテ

ナを提案した．その一例として，無給電素子付きクロスU形ダイポールについて，モーメ

ント法によるシミュレーションにより放射特性を検討した．無給電素子を付加することで，

入力インピーダンスの調整が可能となり，また，水平面において合成電界を無指向性とす

ることができた．また，指向性の相関係数を計算し，相関が 0となることを確認した．

また，シミュレーションで決定された構造パラメータをもとにアンテナを試作し，その

特性を測定した．その結果，シミュレーションと同様に，アンテナ間の結合は十分小さく，

かつ，偏差の小さい無指向性が得られた．

さらに，提案アンテナの性能評価のために，電波反射箱を用いて 2× 2MIMO通信時の

チャネル容量の測定を行った．その結果，提案アンテナは，従来の垂直偏波・水平偏波共

用アンテナと同等の性能を有していることが確認された．

本提案アンテナは，2つのアンテナ素子の構造が同一でかつ利得が同一であるという利点

をもち，従来の多面合成アンテナよりも細径化が可能なMIMOアンテナであるといえる．

今後の検討課題としては，屋内用アンテナとして，円形反射板を付加した場合や，屋外

用アンテナとして，垂直方向にアレーして高利得化した場合についての検討が考えられる．

第 6章では，屋外用の比較的大きな携帯電話基地局アンテナの放射効率を電波反射箱を

用いて測定する方法について検討した．測定対象としたアンテナは，3周波共用偏波共用の

セクタアンテナであり，アンテナ内部には移相器をはじめとする受動回路が含まれており，

これらの見積損失を放射効率の主要な低下分とみなした．測定精度の指標として，DDD値

を導入し，各周波数での送信偏波による受信レベルの偏差を求めた．

当初の測定では，受信レベルの累積確率分布はレイリー分布となっており，反射箱内は

ほぼ一様な電界分布であることが確認できたが，DDD値については，特に周波数が低い

場合には偏差が大きく，十分なランダム性が確保できていないことがわかった．その結果，

放射効率の測定値の周波数特性は，大きな変動が見られた．

次に，測定精度を向上の検討を行った．改善点として，送信アンテナの前方に波長に対

して大きな反射板を付加し，また，スライドレールによる移動方向を壁と平行とならない

ように傾けた．その結果，DDD値は前回に比べて小さくなり，測定精度が向上したことが

確認された．放射効率の測定結果についても，周波数に対する変動が小さくなっているこ

とが確認された．しかし，特に 800MHz帯，水平偏波の場合の変動はあまり改善が見られ

ず，測定精度もまだ改善の余地がある．これは，DDD値，すなわち，偏波特性のランダム

性をさらに高めることで改善されると予想される．今後，さらなるランダム性の向上を目

指して攪拌方法を見直す必要があると考える．
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以上のように，移動通信システムで用いられる携帯端末や基地局アンテナの特性評価を簡

易に行う方法として電波反射箱を用いる方法に着目し，MIMO-OTA測定システム，MIMO

アンテナのチャネル容量測定，およびアンテナの放射効率の測定について検討を行った．そ

の結果，有用性の高いMIMO-OTA測定システムの実現，新しいMIMOアンテナの実現，

および比較的大きい基地局アンテナの放射効率測定の可能性について示すことができた．

本研究では，主に実験を中心に電波反射箱の特性確認を行ったが，シミュレーションによ

る特性確認 [98]–[100]を今後の課題としたい．

今後の移動通信システムの高度化においては，MIMOブランチ数の増加や，マルチユー

ザMIMOへの拡張，そして，アンテナアレーと無線機を一体化したアクティブアンテナシ

ステム（AAS: Active Antenna System）[101], [102]の実現などの研究が盛んに行われて

いる．このような高度化した移動通信システム用アンテナの開発の際には，その特性を簡

易に短時間で，かつ高精度に評価できる方法が望まれている [103]．本研究の成果により，

電波反射箱を用いた評価法は，その有力な候補となり得ることを示したと考えている．本

研究が，高度化アンテナの実現とその評価法の発展の一助となることを期待したい．
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